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１ 県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要綱

平成 年３月 日付け 税徴第 号通知

（趣旨）

第１ この要綱は、県税の滞納整理を効果的に行い税収の確保と未収金の縮減に資する

こと及び県・市町村間連携による個人住民税を中心とした滞納整理の強化に資するた

め、必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

県税事務所 県税事務所の設置に関する条例（以下「条例」という。）第２条の規

定により設置された場所にある事務所

地域事務所 条例第３条及び長野県組織規則の規定により県税事務所に付置さ

れる事務所

（業務）

第３ 県税徴収対策及び地方税法第 条に規定する個人県民税を含めた市町村税徴収

支援対策として実施する業務は次のとおりとする。

１ 県税の収入確保と未収金の縮減に関すること。

２ 個人住民税の徴収対策に関する次に掲げる事項

協定に基づき県と市町村が協働して実施する併任徴収業務に関すること。

地方税法第 条に規定する個人の県民税に係る徴収及び滞納処分の特例徴収業

務に関すること。

３ 市町村税の徴収支援に関する次に掲げる事項

市町村税務職員の徴収技術向上のための研修に関すること。

市町村の滞納整理促進のための会議の開催及び技術的支援・助言に関すること。

県と市町村が共同で行う文書催告及び滞納整理に関すること。

（県税事務所及び地域事務所の事務の執行）

第４ 事務の執行に当たっては、各県税事務所（地域事務所を含む。）の管轄範囲や職

員体制等の規模が異なることを十分に勘案し、地域の実態に即した執務体制が構築で

きるよう努めなければならない。

２ 県税事務所と地域事務所は常に密接に連携、協力するものとし、職員体制はもとよ

り、業務の難易、繁閑に応じて県税事務所から地域事務所への支援、地域事務所から

県税事務所及び他の地域事務所への応援など柔軟な人員の融通や業務の引継ぎ、引受

けを行い、県税事務所（地域事務所を含む。）における徴収業務の円滑かつ効率的な

実施に努めなければならない。

（実施要領）

第５ この要綱で定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、実施要領で

定める。

附則

この要綱は、平成 年４月１日から施行する。

１　県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要綱
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県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要領

平成 年３月 日付け 税徴第 号通知

令和４年３月 日付け３税徴第 号一部改正

令和５年４月１日付け５税第 号一部改正

（趣旨）

第１ この要領は、県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要綱（以下「要綱」という。）

の施行について、必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２ この要領において使用する用語の意義は、要綱第２に定めるもののほか、次に定める

ところによる。

エリア 県税事務所（地域事務所を含む。）の管轄区域をいう。

（県税徴収対策執行計画の策定等）

第３ 要綱第３第１項に掲げる県税徴収対策業務の執行にあたり、毎年度、次による計画等

を策定し、県税収入の確保と未収金の縮減に努める。

１ 税務課長は、年度当初において前年度の目標、実績、課題等を総括し、「県税事務運営

方針」に従って、徴収業務の指針となる「県税徴収対策」を策定する。

２ 県税事務所長及び地域事務所長（以下「所長等」という。）は、各所の滞納状況や職員

体制を勘案し、機能分担制又は地区分担制などの徴収体制を決定するとともに、本要領

に定める業務を行う職員を指定した事務分担を決定する。

なお、地域事務所長は、地域事務所の徴収業務を統括して進行管理を行う責任者とし

て徴収業務リーダーを置く。

３ 所長等は、「県税徴収対策」に基づき、滞納案件や整理状況を十分に分析し、徴収率、

収入未済額、滞納処分件数等の具体的数値目標を設定するとともに、県税事務所と地域

事務所の連携や市町村支援に係る事項等を定めた「滞納整理計画」を策定する。また、

収税課長、収税係長及び徴収業務リーダー（以下「収税課長等」という。）は、滞納整理

計画における目標を達成するため協議の上、各所ごとに次の行動計画を策定する。なお、

行動計画の策定に当たり、地域事務所においては、徴収以外の業務の繁忙期等における

調整を図るものとする。

県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要領
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県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要領

平成 年３月 日付け 税徴第 号通知

令和４年３月 日付け３税徴第 号一部改正

令和５年４月１日付け５税第 号一部改正

（趣旨）

第１ この要領は、県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要綱（以下「要綱」という。）

の施行について、必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２ この要領において使用する用語の意義は、要綱第２に定めるもののほか、次に定める

ところによる。

エリア 県税事務所（地域事務所を含む。）の管轄区域をいう。

（県税徴収対策執行計画の策定等）

第３ 要綱第３第１項に掲げる県税徴収対策業務の執行にあたり、毎年度、次による計画等

を策定し、県税収入の確保と未収金の縮減に努める。

１ 税務課長は、年度当初において前年度の目標、実績、課題等を総括し、「県税事務運営

方針」に従って、徴収業務の指針となる「県税徴収対策」を策定する。

２ 県税事務所長及び地域事務所長（以下「所長等」という。）は、各所の滞納状況や職員

体制を勘案し、機能分担制又は地区分担制などの徴収体制を決定するとともに、本要領

に定める業務を行う職員を指定した事務分担を決定する。

なお、地域事務所長は、地域事務所の徴収業務を統括して進行管理を行う責任者とし

て徴収業務リーダーを置く。

３ 所長等は、「県税徴収対策」に基づき、滞納案件や整理状況を十分に分析し、徴収率、

収入未済額、滞納処分件数等の具体的数値目標を設定するとともに、県税事務所と地域

事務所の連携や市町村支援に係る事項等を定めた「滞納整理計画」を策定する。また、

収税課長、収税係長及び徴収業務リーダー（以下「収税課長等」という。）は、滞納整理

計画における目標を達成するため協議の上、各所ごとに次の行動計画を策定する。なお、

行動計画の策定に当たり、地域事務所においては、徴収以外の業務の繁忙期等における

調整を図るものとする。

年間行動計画

毎年６月を始期とし翌年５月を終期とする年間の行動計画を策定し、各税目の賦課時

期や決算期などを考慮した上で、各所の実情に合わせた適切な時期に、差押強化期間

などの滞納整理重点取組期間を設定する。

月間行動計画

年間行動計画を確実に履行するため、各月の行事予定や一斉催告・電算処理日程び定

期的なヒアリング結果などを勘案して月間行動計画を作成する。

４ 所長等及び収税課長等は、適期・適切なマネジメントの重要性を強く認識し、定期的に

次のヒアリングを実施し、滞納整理が計画どおり推進されているか確認して的確な進行管

理に努めるとともに、個別・具体的な事情を踏まえた処理方針を決定し、指示する。

数値管理

徴収実績や未納データ、滞納処分状況数値などを基に、前年度実績や他所等との比較

及び職員ごとの実績を聞き取ることにより、行動計画に定めた事項が確実に実行され

ているかどうかを確認する。また、ヒアリング結果に応じて職員ごとに適切な指示を

するとともに、年間目標達成ができるよう適宜行動計画に必要な修正を加え、徴収職

員全員に周知する。

事案管理

滞納案件の個別ヒアリングを行い、案件の内容を正確に把握した上で、取るべき対応

策を職員と管理監督者が共有することとし、経験の浅い職員をフォローする体制や困

難案件等について所全体で解決に向け取り組める体制を整える。

（市町村支援担当の配置）

第４ 要綱第３第２項及び第３項の業務を円滑に推進するため、各所に、個人住民税徴収対

策と市町村税徴収支援に従事し、市町村窓口となる適切な人数の「市町村支援担当」を置

く。

（個人住民税の徴収対策）

第５ 要綱第３第２項に掲げる個人住民税徴収対策業務は、次により実施する。

１ 別に定める「個人住民税併任徴収業務実施規程」

２ 地方税法第 条及び別に定める「個人の県民税に係る徴収及び滞納処分の特例の実施

に関する要綱」

（市町村税の徴収支援等）

第６ 要綱第３第３項に掲げる市町村税徴収支援業務は次により実施する。
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１ 別に定める「市町村税務職員実務研修要綱・要領」

２ 徴収事務の執行について援助を必要とする市町村に対し、日ごろから技術的支援・助

言に努めるとともに、徴収成績の向上対策や個別の滞納事案解決のために採るべき徴収

対策を検討するため、市町村ごとに個別調整会議を開催する。

３ 県、市町村に共通する滞納者の場合は、市町村長と県税事務所長連名の文書催告や共

同で行う滞納整理も活用するとともに、長野県地方税滞納整理機構との連携を図る。

（所長等の責務）

第７ 要綱第４に定める執務体制の構築にあたり、所長等及び収税課長は次の事項に配意し

なければならない。

１ 所長等は、市町村の数や規模、滞納者数などの地域の実態を十分に把握し、常に密接

な連携を取り合って、時宜に適った県税事務所と地域事務所間の支援や応援の必要性を

判断するとともに、柔軟な働き方を積極的に取り入れ、エリア内の効果的な徴収業務の

配分や休暇の取りやすい環境づくりに努める。

２ 収税課長は、エリアの徴収業務の責任者として、収税係長、徴収業務リーダー及び後

記第８に定めるエリア支援担当と密接に連携し、エリア会議や個別調整会議など各種会

議の開催や進行管理ヒアリングを実施するとともに、市町村税務職員実務研修や職場研

修などの計画的な執行に努める。

（県税事務所と地域事務所の連携等）

第８ 要綱第４第２項に定める県税事務所と地域事務所間の連携強化を図り、徴収業務の円

滑かつ効率的な実施のため、次の体制を各エリアに整備する。

１ エリア支援担当の配置

税務課長は、各エリアに「エリア支援担当」を置き、次の業務を実施する。

ア エリア全体の県税事務所及び市町村の徴収職員の実践力、資質向上を図るための日

常業務を通じた滞納処分の様々な手法や実践方法の技術的指導、助言及び徴収技術の

研修

イ 地域事務所の困難案件等の滞納整理の支援

ウ エリア内の市町村支援担当の支援

エ 県税事務所と地域事務所の相互支援や人員融通の連絡調整

２ エリア徴収対策会議の開催

滞納整理計画、行動計画、進捗状況等に係る情報共有を図るとともに、県税事務所へ

の引継ぎ、相互支援に関することなどを協議して、エリア内の徴収業務を県税事務所と

地域事務所が一体となって推進するため、エリア徴収対策会議を定期的に開催する。
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１ 別に定める「市町村税務職員実務研修要綱・要領」

２ 徴収事務の執行について援助を必要とする市町村に対し、日ごろから技術的支援・助

言に努めるとともに、徴収成績の向上対策や個別の滞納事案解決のために採るべき徴収

対策を検討するため、市町村ごとに個別調整会議を開催する。

３ 県、市町村に共通する滞納者の場合は、市町村長と県税事務所長連名の文書催告や共

同で行う滞納整理も活用するとともに、長野県地方税滞納整理機構との連携を図る。

（所長等の責務）

第７ 要綱第４に定める執務体制の構築にあたり、所長等及び収税課長は次の事項に配意し

なければならない。

１ 所長等は、市町村の数や規模、滞納者数などの地域の実態を十分に把握し、常に密接

な連携を取り合って、時宜に適った県税事務所と地域事務所間の支援や応援の必要性を

判断するとともに、柔軟な働き方を積極的に取り入れ、エリア内の効果的な徴収業務の

配分や休暇の取りやすい環境づくりに努める。

２ 収税課長は、エリアの徴収業務の責任者として、収税係長、徴収業務リーダー及び後

記第８に定めるエリア支援担当と密接に連携し、エリア会議や個別調整会議など各種会

議の開催や進行管理ヒアリングを実施するとともに、市町村税務職員実務研修や職場研

修などの計画的な執行に努める。

（県税事務所と地域事務所の連携等）

第８ 要綱第４第２項に定める県税事務所と地域事務所間の連携強化を図り、徴収業務の円

滑かつ効率的な実施のため、次の体制を各エリアに整備する。

１ エリア支援担当の配置

税務課長は、各エリアに「エリア支援担当」を置き、次の業務を実施する。

ア エリア全体の県税事務所及び市町村の徴収職員の実践力、資質向上を図るための日

常業務を通じた滞納処分の様々な手法や実践方法の技術的指導、助言及び徴収技術の

研修

イ 地域事務所の困難案件等の滞納整理の支援

ウ エリア内の市町村支援担当の支援

エ 県税事務所と地域事務所の相互支援や人員融通の連絡調整

２ エリア徴収対策会議の開催

滞納整理計画、行動計画、進捗状況等に係る情報共有を図るとともに、県税事務所へ

の引継ぎ、相互支援に関することなどを協議して、エリア内の徴収業務を県税事務所と

地域事務所が一体となって推進するため、エリア徴収対策会議を定期的に開催する。

（徴収対策担当の支援）

第９ 税務課長は、県税事務所及び地域事務所が徴収業務を円滑に推進するための支援を次

のとおり行う。

ア 情報提供・共有、業務の改善等のための収税課長等会議の開催等

イ 職員の徴収技術向上のための研修会の開催や研修参加の推進

ウ 市町村支援担当の円滑な業務の実施のための研修会の開催や情報提供

エ エリア支援業務の円滑な実施のためのエリア支援担当への指導等

（雑則）

第 この要領に定めるもののほか、必要な事項については各エリアの実情に応じて定める

ものとする。

附 則

この要領は、平成 年４月１日から施行する。ただし、第３の「県税徴収対策」及び「滞

納整理計画」については、平成 年６月１日から施行するものとする。
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税務課徴収対策担当兼務職員設置要綱

令和４年３月 日付け３税徴第 号通知

令和５年６月 日付け５税第 号一部改正

（趣旨）

第１ この要綱は、県税事務所と管轄の地域事務所（県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実

施要綱第２に定める地域事務所をいう。）の一層の連携を図り、徴収職員の能力向上や市町村

徴収支援の円滑な実施等に資するため、税務課徴収対策担当兼務職員（以下「兼務職員」とい

う。）を県税事務所に置くことについて、必要な事項を定めるものとする。

（兼務の発令等）

第２ 県税事務所を本務とする兼務職員は、当該県税事務所長の推薦に基づき、兼務を発令され

るものとする。

２ 別表左欄の県税事務所を本務とする兼務職員は、担当する区域を別表右欄のとおりとする。

（業務）

第３ 兼務職員は、「県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要領」第８第１項に掲げるエ

リア支援担当の業務を行うほか、税務課徴収対策担当を本務とする職員とともに次の業務を

行うものとする。

徴収業務に係る助言・指導、改善

徴収技術に係る調査研究

研修の講師

税務考査の考査員

及び に係る県税事務所や市町村への情報提供

２ エリア支援の業務の実施については、当該区域を管轄する県税事務所長の決裁を受けるも

のとする。

（税務課徴収対策担当との連携）

第４ 兼務職員は、税務課長が招集する会議に出席するものとする。

２ 兼務職員は、エリア支援の実施状況について税務課徴収対策担当へ報告をするものとする。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

（別 表）

県税事務所 担 当 区 域

総合県税事務所 総合県税事務所の管轄区域

東信県税事務所 東信県税事務所の管轄区域

南信県税事務所 南信県税事務所の管轄区域

中信県税事務所 中信県税事務所の管轄区域

税務課徴収対策担当兼務職員設置要綱
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個 人 住 民 税 併 任 徴 収 業 務 実 施 規 程

平成 年３月 日付け 税第 号通知

平成 年３月 日付け 税徴第 号一部改正

（趣旨）

第１ この規程は、県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要領第５の規定に基づき、必要な

事項を定めるものとする。

（併任徴収の依頼）

第２ 市町村長は、併任徴収の実施を希望するときは、依頼書（様式第１号）を知事に提出するも

のとする。

（協定の締結）

第３ 知事は、市町村長から第２の規定による依頼書の提出があり、併任徴収を必要と認めるとき

は、当該市町村長と「県と市町村の協働による滞納整理に関する協定」（以下「併任協定」と

いう。）を締結するものとする。

（併任期間）

第４ 併任職員の併任期間は、原則として１年以内とし、年度を越えないものとする。

（併任職員が行う滞納整理業務）

第５ 併任職員が行う滞納整理業務は、原則として１軒当たりの個人住民税の滞納額が 万円以上

のもの及び市町村税の大口、対応困難なものとする。

（徴収金の充当）

第６ 併任職員が行う滞納整理によって得た徴収金は、原則として、まず個人住民税に充当し、

その後、その他の市町村税に充当するものとする。

（報告）

第７ 併任協定の締結市町村の長は、併任職員が滞納整理に従事した場合は、併任職員滞納整理実

績報告書（様式第２号）を毎年５月末日までに知事に報告するものとする。

２ 知事は、前項に規定するもののほか、別に定めるところにより、報告を求めることができる。

（実施期日）

第８ この要領は、平成 年４月１日から実施する。

個人住民税併任徴収業務実施規程
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個人の県民税に係る徴収及び滞納処分の特例の実施に関する要綱

平成 年 月 日付け 税徴第 号通知

平成 年３月 日付け 税徴第 号一部改正

平成 年３月 日付け 税徴第 号一部改正

令和３年５月 日付け３税徴第 号一部改正

（目的）

第１ 地方税法（以下「法」という。）第 条の規定による個人の県民税に係る徴収及び滞納処

分の特例（以下「特例」という。）の実施に関して必要な事項について定める。

（引継ぎの対象とする徴収金）

第２ 特例による引継ぎの対象とする徴収金は、高額滞納事案、徴収困難事案及びその他協議に

より引き継ぐことが適当であると認めた事案とする。

なお、引継ぎをする徴収金の選定にあたっては、納付の履歴、納付交渉の経過、滞納者の誠

意の有無、それまでに把握されている財産の状況、負債の状況、差押えの有無等を考慮するも

のとする。

２ 以下の事案については、引継ぎの対象としない。

（１）異議申立て又は訴訟等が提起されている事案

（２）相続による訴訟等により、相続人毎の納税義務の承継税額が確定するまでに相当の期間を

要すると認められる事案

（３）市町村において個人住民税以外の税目と併せて滞納処分に着手している事案

（４）破産手続開始決定、会社更生手続開始決定がなされている事案

（５）法又は市町村税条例の規定による徴収猶予又は換価猶予中の事案

（引継期間）

第３ 引継期間は１年以内の継続した一定の期間とし、期間の終期は３月末とする。

ただし、次のいずれかに該当するものについては、期間が経過した場合においても、市町村

長との協議により滞納処分を続行することができる。

ア 納付の委託を受けた有価証券の支払期限が引継期間内に到来しないもの

イ 差押財産の換価及び配当又は取立てが引継期間内に間に合わないもの

ウ 滞納処分に関し、審査請求又は訴訟が提起されたもの

エ その他滞納処分の続行が適当と認められるもの

（市町村長との協議）

第４ 県税事務所長は、個別調整会議（「県税徴収対策及び市町村税徴収支援対策実施要領」平

成 年３月２ 日付け２ 税徴第 ２号総務部長通知）等において、引継ぎ実施の可否、対象

個人の県民税に係る徴収及び滞納処分の特例の実施に関する要綱
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とする事案の選定及び期間について、市町村長と協議を行う。

なお、協議に当たっては、市町村で作成・管理している滞納整理票等の写し（以下「滞納整

理表等」という。）により行うものとする。

（引継ぎの手続き）

第５ 第４の協議が整った場合、以下の手続きにより徴収金の引継ぎを行う。

（１）同意書の徴取

ア 県税事務所長は、「個人の県民税の徴収及び滞納処分の特例に関する同意依頼書」（様式

第１号の１）により市町村長に同意を求める。

イ 市町村長がこれに同意する場合は、「個人の県民税の徴収及び滞納処分の特例に関する

同意書」（様式第１号の２）を県税事務所長に送付する。

（２）引継ぎの予告

市町村長は、引継ぎを行うこととした滞納者に対して、今後は徴収の権限が県税事務所長

に引き継がれ、県税事務所長が直接滞納処分を実施することとなる旨を記載した「納税催告

書兼徴収引継予告書」（様式第２号）により、納付（入）の催告をする。

（３）徴収引継書の交付

ア 市町村長は、「個人の県民税、個人の市町村民税に係る徴収金引継書」（様式第３号の１）

に、滞納整理票等を添付し、県税事務所長に交付する。

イ 県税事務所長は、アによる文書の交付を受けた場合には、「個人の県民税、個人の市町

村民税に係る徴収金引受書」（様式第３号の２）を市町村長に交付する。

（４）差押財産等の引継ぎ

市町村長は、滞納処分に着手している徴収金を引継ぐ場合は、当該滞納処分に係る差押財

産等の引継ぎを以下の手続きにより行う。

ア 市町村長が占有している差押財産（動産、有価証券又は自動車、建設機械若しくは小型

船舶に限る。）がある場合の引継ぎは、差押関係書類引渡書（正・副）（ 様式第４号）及

び差押財産引渡通知書（正・副）（様式第５号）を作成し、差押関係書類とともに所管の

県税事務所長に引き渡すことにより行う。この場合において、県の徴税吏員は署名（記名

を含む。）押印した差押関係書類引渡書（副）及び差押財産引渡通知書（副）を返還する。

イ アの差押財産以外の差押財産の引継ぎは、差押関係書類引渡書（正・副）を作成し、差

押関係書類を所管の県税事務所長に引き渡すことにより行う。この場合において、県の徴

税吏員は、署名（記名を含む。）押印した差押関係書類引渡書（副）を返還する。

ウ イの規定にかかわらず、滞納者等又は第三者に保管させている差押財産の引継ぎは、差

押関係書類引渡書（正・副）、差押財産引渡通知書（正・副）及び差押財産引渡依頼書（様

式第６号）を作成し、差押関係書類とともに所管の県税事務所長に引き渡す。この場合に

おいて、県の徴税吏員は、署名（記名を含む。）押印した差押関係書類引渡書（副）及び

差押財産引渡通知書（副）を返還する。

エ 県税事務所長は、ウで引継ぎを受けた差押財産を保管する滞納者等又は第三者に対し、

差押財産引渡依頼書を交付し、その財産の引渡しを受ける。ただし、必要があると認める
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ときは、引き継いだ差押財産を滞納者等又は第三者に保管させることができる。その場合

には、その運搬が困難であるときを除き、その者の同意を受けなければならない。

オ 差押財産引渡通知書の交付の日の翌日以降の差押財産に係る保管に関する費用は、県

の滞納処分費となる。

（５）滞納者への通知

県税事務所長は、徴収の引継ぎを受けたときは、遅滞なくその旨を「個人の県民税、個人

の市町村民税徴収引継通知書（県用）」（様式第 号）により滞納者に通知する。

（６）特例に係る徴収金の管理

県税事務所長は、市町村長から引継ぎを受けた徴収金については、「個人の県民税、個人

の市町村民税に係る特例徴収金整理簿」（様式第 号）及び「個人の県民税、個人の市町村

民税滞納整理票」（様式第９号）により管理する。

（徴収金の取扱い）

第６ 県税事務所長が徴収した特例に係る徴収金は以下のとおり取扱う。

（１）徴収金の収納

県税事務所長が徴収した特例に係る徴収金は、歳入歳出外現金として取り扱うこととし、

収入管理事務取扱要領（平成４年 月 日付け４税第 号総務部長通達）第 章第２

節第１に規定する徴収受託金として収納する。

（２）市町村への払込み

県税事務所長は、徴収した特例に係る徴収金の全額（県の滞納処分費を除く）について、

当該市町村に払い込むとともに、「個人の県民税、個人の市町村民税払込通知書」（様式第

号）により当該市町村長に通知する。

（３）市町村から県への払込み

市町村は、特例に係る徴収金が県税事務所から払い込まれたときは、当該徴収金に係る県

民税については、長野県県税条例（昭和 年９月６日付け条例第 号。以下「県税条例」

という。）第 条の規定により払い込む。

（引継期間中の市町村と県税事務所の協力等）

第７ 引継期間中における市町村との協力は以下による。

（１）市町村に納付（入）された場合の取扱い

ア 市町村長は、引継ぎに係る徴収金について、滞納者が納税通知書に記載した納付の場所

に納付し、又は特別徴収義務者が市町村長の指定した場所に納入したときは、直ちにその

旨を電話により県税事務所長に連絡するとともに、「個人の県民税、個人の市町村民税納

付（納入）報告書」（様式第 号）により報告をする。

イ 県税事務所長は、引き継いだ徴収金について市町村長から納付（入）の報告があった場

合には、「個人の県民税、個人の市町村民税に係る特例徴収金整理簿」（様式第８号）及び

「個人の県民税、個人の市町村民税滞納整理票」（様式第９号）に納付（入）金額を書き
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込むとともに、市町村に納付（入）された旨を記載する。

（２）滞納処分の手続き

特例により引き継いだ徴収金について、滞納処分の登記（登録を含む。以下同じ。）をす

る場合、登記の嘱託は県税事務所長名で行うが、登記権利者又は登記義務者の表示は、徴収

の引継ぎをした市町村長名とする。

なお、登記を嘱託する県税事務所長が当該嘱託の権限を有する者であることを証する書

面として、「個人の県民税、個人の市町村民税に係る徴収金引継書」（様式第 号の１、当該

滞納者に係る「別表」を添付すること。）の写しに、徴収の引継ぎをした旨の市町村徴税吏

員の証明を受け嘱託書に添付する。（「道府県による個人の住民税の徴収について（平成

年４月１日付け総税市第 号総務省自治税務局市町村税課長通知）」を参照）

（３）現年度課税分の引継ぎ

引継ぎに係る滞納者が引継期間中に現年度課税分の個人住民税を滞納した場合には、市

町村長は県税事務所長に協議し、協議が整った場合第５（３）から（５）により引継ぎの処

理を行う。

（４）滞納者への納税証明書の交付

引継期間中に滞納者から納税証明書の交付申請があった場合、市町村長は納付の有無を

電話により県税事務所長に確認する。

（市町村長への引継ぎ）

第８ 引継期間を終了した場合、県税事務所長は滞納処分を続行するものを除き、以下の手続き

により市町村長へ徴収金の引継ぎを行う。

ただし、第４による協議の結果、滞納処分を続行するものとして市町村への引継ぎを行わな

いものについては、「個人の県民税、個人の市町村民税の滞納処分の続行通知書」（様式第

号）を交付する。

（１）徴収金の引継ぎ

ア 県税事務所長は、「個人の県民税、個人の市町村民税に係る徴収金引継書（返還用）」（様

式第１２号の１）に「個人の県民税、個人の市町村民税に係る特例徴収金整理簿」（様式

第８号）及び「個人の県民税、個人の市町村民税滞納整理票」（様式第９号）の写しを添

付し、市町村長に交付する。

また、「個人の県民税、個人の市町村民税の徴収及び滞納処分通知書」（様式第 号）

により引継期間に行った徴収及び滞納処分の状況を通知する。

イ 市町村長はアの引継ぎを受けたときは、「個人の県民税、個人の市町村民税に係る徴収

金引受書（返還用）」（様式第 号の２）を県税事務所長あて交付する。

（２）差押財産等の引継ぎ

引継期間中に滞納処分を行った徴収金で、当該期間中に完結しない場合の差押財産等の

引継ぎは、以下の手続きにより行う。

ア 県税事務所長が占有している差押財産（動産、有価証券又は自動車、建設機械若しくは
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小型船舶に限る。）がある場合の引継ぎは、差押関係書類引渡書（返還用）（正・副）（様

式第１ 号）及び差押財産引渡通知書（返還用）（正・副）（様式第 号）を作成し、差押

関係書類とともに市町村長に引き渡すことにより行う。この場合において、市町村の徴税

吏員は差押関係書類引渡書（返還用）（副）及び差押財産引渡通知書（返還用）（副）に署

名（記名を含む。）押印した上でこれらの書類を返還する。

イ アの場合以外の差押財産等の引継ぎは、差押関係書類引渡書（返還用）（正・副）を作

成し、差押関係書類を市町村長に引き継ぐことにより行う。この場合において、市町村の

徴税吏員は、差押関係書類引渡書（返還用）（副）に署名（記名を含む。）押印した上でこ

の書類を返還する。

ウ イの規定により差押財産の引継ぎを行う場合において、滞納者等若しくは第三者に保

管させている差押財産又は第三債務者のある差押財産があるときは、差押財産引継通知

書（様式第 号）により、差押財産を保管する者又は第三債務者に対して、これらの差

押財産を市町村長に引き継いだことを通知する。

（３）滞納者への通知

市町村長は（１）の引継ぎを受けたときは、遅滞なくその旨を「個人の市町村民税、個人

の県民税の徴収引継通知書（市町村用）」（様式第 号）により滞納者に通知する。

（徴収取扱費）

第９ 県税事務所長が特例により徴収した平成 年度以前の徴収金については、県税条例第２

６条に規定する徴収取扱費の額の算定の対象から除く。

ただし、引継期間中（滞納処分を続行したものについては当該続行期間中。）に市町村に納

付（入）のあった金額についてはこの限りではない。

（総合県税事務所長への報告）

第１ 県税事務所長は、特例による徴収を実施した場合（平成 年度以前の徴収金の払込み

を含むものに限る）には、第６（２）で市町村長に通知した「個人の県民税、個人の市町村

民税払込通知書」（様式第 号）の写しを、徴収した翌月の１ 日までに総合県税事務所長

に送付する。

（その他）

第１１ この要綱に定めのない事項については、県税事務所長と市町村長が適宜協議をする。

（実施期日）

第１２ この要綱は、平成 年 月 日から実施する。
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２ 軽 油 特 別 調 査 班 設 置 要 綱

平成６年３月 日付け５税第 号通達

平成９年４月１日付け９税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第３号一部改正

平成 年（ 年） 月 日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第１号一部改正

平成 年（ 年） 月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月 日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

令和 ４年（ 年）３月 日付け３税第 号一部改正

（趣旨）

第１ この要綱は、軽油引取税の不正混和軽油等に係る調査を広域的かつ専門的に行うため、軽油特

別調査班（以下「特別調査班」という。）を設置することについて、必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第２ 特別調査班は、総務部税務課内に置く。

２ 特別調査班は、課長補佐、課税係長、課税係員（軽油引取税担当）及び班員をもって編成する。

３ 班員は、県税事務所長の推薦により、総務部税務課から兼務を発令されるものとする。

（統括班長等）

第３ 特別調査班に統括班長を１名置き、課長補佐の職にある職員をもって充てる。

２ 特別調査班に副統括班長を１名置き、課税係長の職にある職員をもって充てる。

３ 統括班長は、特別調査班を統括し、副統括班長は、統括班長を補佐する。

（業務）

第４ 特別調査班は、軽油引取税の不正混和軽油等による脱税を防止し、課税の適正、公平を図るた

めの業務を行うものとする。

（軽油特別調査班会議）

第５ 統括班長は、必要に応じて軽油特別調査班会議を招集することができる。

（実施要領）

第６ この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、実施要領で定める。

（実施期日）

第７ この要綱は、平成６年４月１日から実施する。
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軽油特別調査班設置要綱実施要領

平成９年４月１日付け９税第 号通知

平成 年４月１日付け 税第８号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第３号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第１号一部改正

平成 年（ 年） 月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第３号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

令和 ４年（ 年）３月 日付け３税第 号一部改正

（趣旨）

第１ この実施要領は、軽油特別調査班設置要綱（以下「要綱」という。）の施行について必要な事

項を定めるものとする。

（業務）

第２ 要綱第４に規定する業務は、次のとおりとする。

地方税法に基づく犯則事件の調査及び処分

他都道府県との連携を要するなど、広域的又は大規模な調査を行う必要があるもの

その他、軽油引取税に係る調査及び申告指導のうち、特別調査班が行うことが適当と統括班

長（要綱第３第１項に規定する「統括班長」をいう。以下同じ。）が認めるもの

２ 前項の調査等の実施に当たっては、統括班長の指揮監督下において実施するものとする。

（軽油特別調査班会議）

第３ 要綱第５に定める軽油特別調査班会議（以下「会議」という。）は、要綱第２第２項に掲げる

者をもって構成する。

２ 統括班長は、次に掲げる場合に会議を招集する。

班員から検討すべき案件が報告された場合

その他、会議を招集する必要があると認める場合

３ 統括班長は、必要に応じて総務部税務課職員、県税事務所職員及びその他統括班長が必要と認め

る者を会議に出席させ、報告及び意見を求めることができる。

（調査状況報告）

第４ 班員は、統括班長及び課税権を有する県税事務所長に対し、毎月 日までに前月分の調査状

況を調査報告書（別紙様式１）により報告するほか、調査及び申告指導の実施に当たっての問題点

等について、統括班長に対して随時報告（任意様式）を行うものとする。

（実施期日）

第５ この要領は、平成９年４月１日から実施する。

２ 軽油特別調査班設置要綱の制定に伴う取扱いについて（平成６年３月２８日付け総務部長通知）

は廃止する。

軽油特別調査班設置要綱実施要領
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軽油特別調査班設置要綱実施要領

平成９年４月１日付け９税第 号通知

平成 年４月１日付け 税第８号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第３号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第１号一部改正

平成 年（ 年） 月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第３号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

令和 ４年（ 年）３月 日付け３税第 号一部改正

（趣旨）

第１ この実施要領は、軽油特別調査班設置要綱（以下「要綱」という。）の施行について必要な事

項を定めるものとする。

（業務）

第２ 要綱第４に規定する業務は、次のとおりとする。

地方税法に基づく犯則事件の調査及び処分

他都道府県との連携を要するなど、広域的又は大規模な調査を行う必要があるもの

その他、軽油引取税に係る調査及び申告指導のうち、特別調査班が行うことが適当と統括班

長（要綱第３第１項に規定する「統括班長」をいう。以下同じ。）が認めるもの

２ 前項の調査等の実施に当たっては、統括班長の指揮監督下において実施するものとする。

（軽油特別調査班会議）

第３ 要綱第５に定める軽油特別調査班会議（以下「会議」という。）は、要綱第２第２項に掲げる

者をもって構成する。

２ 統括班長は、次に掲げる場合に会議を招集する。

班員から検討すべき案件が報告された場合

その他、会議を招集する必要があると認める場合

３ 統括班長は、必要に応じて総務部税務課職員、県税事務所職員及びその他統括班長が必要と認め

る者を会議に出席させ、報告及び意見を求めることができる。

（調査状況報告）

第４ 班員は、統括班長及び課税権を有する県税事務所長に対し、毎月 日までに前月分の調査状

況を調査報告書（別紙様式１）により報告するほか、調査及び申告指導の実施に当たっての問題点

等について、統括班長に対して随時報告（任意様式）を行うものとする。

（実施期日）

第５ この要領は、平成９年４月１日から実施する。

２ 軽油特別調査班設置要綱の制定に伴う取扱いについて（平成６年３月２８日付け総務部長通知）

は廃止する。

３ 家 屋 評 価 班 設 置 要 綱

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号 通 達

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 ３号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 ２号一部改正

平成 年（ 年） 月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 ３号一部改正

平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）９月 日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

令和２年（ 年）４月１日付け２税第 号一部改正

（趣 旨）

第１ この要綱は、不動産取得税に係る課税事務のうち、大規模家屋等の家屋評価事務を専門的に行う

とともに、評価技術の向上を図るため、家屋評価班を設置することについて、必要な事項を定めるも

のとする。

（組 織）

第２ 家屋評価班は、総務部税務課内に置く。

２ 家屋評価班は、課長補佐、課税係長、課税係員（不動産取得税担当）、家屋評価員及び班員（以下

「家屋評価員等」という。）をもって編成する。

３ 総務部税務課を本務とする家屋評価員等は、別表左欄の県税事務所（以下「駐在場所」という。）

に駐在し、別表右欄の区域を担当する。

４ 県税事務所を本務とする家屋評価員等は、駐在場所県税事務所長の推薦により、総務部税務課から

兼務を発令されるものとする。

（統括班長等）

第３ 家屋評価班に統括班長を１名置き、課長補佐の職にある職員をもって充てる。

２ 家屋評価班に副統括班長を１名置き、課税係長の職にある職員をもって充てる。

３ 統括班長は、家屋評価班を統括し、副統括班長は、統括班長を補佐する。

４ 駐在場所に担当班長を置き、総務部税務課を本務とする職員をもって充てる。

５ 担当班長は、駐在場所の家屋評価員等を統括する。

（業 務）

第４ 家屋評価班は、次の事務を行うものとする。

大規模家屋（延床面積が概ね ㎡以上）の評価事務に関すること。

大型チェーン店の評価事務に関すること。

その他評価が困難な家屋の評価事務に関すること。

家屋評価に係る審査請求の検証に関すること。

家屋評価研修に関すること。

家屋評価計算システムの保守等に関すること。

家屋評価技術の向上に関すること。

県税事務所が行う不動産取得税の課税事務。

家屋評価班会議

第５ 統括班長は、必要に応じて家屋評価班会議を招集することができる。

（実施要領）

第６ この要綱で定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、実施要領で定める。

（実施期日）

第７ この要綱は、平成１５年４月１日から実施する。
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別表 

駐在場所 担 当 地 区

総合県税事務所
総合県税事務所の管轄区域及び

東信県税事務所の管轄区域

東信県税事務所
東信県税事務所の管轄区域及び

総合県税事務所の管轄区域

南信県税事務所
南信県税事務所の管轄区域及び

中信県税事務所の管轄区域

中信県税事務所
中信県税事務所の管轄区域及び

南信県税事務所の管轄区域
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別表 

駐在場所 担 当 地 区

総合県税事務所
総合県税事務所の管轄区域及び

東信県税事務所の管轄区域

東信県税事務所
東信県税事務所の管轄区域及び

総合県税事務所の管轄区域

南信県税事務所
南信県税事務所の管轄区域及び

中信県税事務所の管轄区域

中信県税事務所
中信県税事務所の管轄区域及び

南信県税事務所の管轄区域

家屋評価班家屋評価事務実施要領

平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号通達
平成 年（ 年）４月１日付け 税第３号一部改正
平成 年（ 年）４月１日付け 税第２号一部改正
平成 年（ 年） 月１日付け 税第 号一部改正
平成 年（ 年）４月１日付け 税第６号一部改正
平成 年（ 年）４月１日付け 税第３号一部改正
平成 年（ 年）４月１日付け 税第 号一部改正
平成 年（ 年）９月 日付け 税第 号一部改正
平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正
平成 年（ 年）３月 日付け 税第 号一部改正

（趣 旨）

第１ この要領は、家屋評価班設置要綱（以下「要綱」という。）のうち、家屋評価事務の施行につい

て必要な事項を定めるものとする。

（担当範囲）

第２ 家屋評価員及び班員（以下「家屋評価員等」という。）は、要綱第２第３項の規定にかかわらず、

特別の事情があるときは、他の担当区域の家屋評価事務を行うことができる。

（大規模家屋等の家屋評価事務事前処理）

第３ 要綱別表左欄の駐在場所の県税事務所長は、要綱第４第１号から第３号の規定に該当すると認め

られる大規模家屋等（前年１２月末日までに完成した家屋を除く。）について、「大規模家屋等評価

予定一覧表」（様式第１号）を作成し、家屋評価班に報告する。

作成した「大規模家屋等評価予定一覧表」に追加又は変更があった場合は、随時、家屋評価班に報

告する。

２ 担当班長は、前項により作成された「大規模家屋等評価予定一覧表」に「評価予定時期」など必要

事項を記載し統括班長に報告する。

（大規模家屋等の家屋評価）

第４ 家屋評価員等は、「大規模家屋等評価予定一覧表」に基づき、評価対象家屋の現地調査及び評点

数の算出を行う。

２ 評点数の算出は、課税所の県税事務所長の意見を聞いて行う。

３ 担当班長は、評点数の算出が終了したものについて、部分別評点算出表、図面等を課税所の県税事

務所長に送付する。
４ 担当班長は、「大規模家屋等評価予定一覧表」に基づき、大規模家屋等の評価の進捗管理を行う。

（県税事務所への支援等）
第５ 家屋評価班は、県税事務所職員の評価技術の向上を図るために必要な支援を行う。
２ 家屋評価班は、県税事務所が行う不動産取得税の課税事務を行う。

（家屋評価班会議）

第６ 要綱第５に定める家屋評価班会議（以下「会議」という。）は、要綱第２第２項に掲げる者をも

って構成する。

２ 統括班長は、必要に応じて、総務部税務課、県税事務所の職員及びその他統括班長が必要と認める

者を会議に出席させ、報告及び意見を求めることができる。

（評価状況報告）

第７ 担当班長は、月分の評価状況をとりまとめ、翌月５日までに「大規模家屋等評価状況報告書」（様

式第２号）により統括班長に報告する。

（実施期日）

第８ この要領は、平成１５年４月１日から実施する。

家屋評価班家屋評価事務実施要領
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４ 外 形 標 準 課 税 調 査 班 設 置 要 綱

平成 年３月 日付け 税第 号通達

令和３年３月８日付け２税第 号一部改正

（趣 旨）

第１ この要綱は、法人県民税、法人事業税、特別法人事業税及び地方法人特別税に係る課税事

務（以下「法人課税事務」という。）のうち、資本金又は出資金が 億円を超える県内に本

店を有する法人（以下「県内本店外形法人」という。）の申告等の調査を専門的に行うとと

もに、県税事務所が行う地方税法第 条の の適用をうける法人（以下「自主決定法人」

という。）に対する課税及び調査技術の向上を図るため、外形標準課税調査班（以下「外形

調査班」という。）を設置することについて、必要な事項を定めるものとする。

（組 織）

第２ 外形調査班は、総務部税務課内に置く。

２ 外形調査班は、課長補佐、課税係長、課税係員（法人課税事務担当）、外形標準課税調査員

及び班員（以下「外形調査員等」という。）をもって編成する。

３ 別表左欄の県税事務所を本務とする外形調査員等は、担当する区域を別表右欄のとおりとする。

４ 県税事務所を本務とする外形調査員等は、当該県税事務所の推薦により、総務部税務課から

兼務を発令されるものとする。

（統括班長等）

第３ 外形調査班に統括班長を１名置き、課長補佐の職にある職員をもって充てる。

２ 外形調査班に副統括班長を１名置き、課税係長の職にある職員をもって充てる。

３ 統括班長は外形調査班を統括し、副統括班長は、統括班長を補佐する。

（業 務）

第４ 外形調査班は、次の事務を行うものとする。

県内本店外形法人の調査事務に関すること。

県税事務所が行う自主決定法人の課税及び調査事務に係る必要な支援に関すること。

法人課税事務についての研修に関すること。

（外形調査班会議）

第５ 統括班長は、必要に応じて外形標準課税調査班会議を招集することができる。

（実施要領）

第６ この要綱で定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、実施要領で定める。

（実施期日）

第７ この要綱は、平成 年４月１日から実施する。

（別 表）

県税事務所 担 当 区 域

総合県税事務所 総合県税事務所の管轄区域

東信県税事務所 東信県税事務所の管轄区域

南信県税事務所 南信県税事務所の管轄区域

中信県税事務所 中信県税事務所の管轄区域

 

４　外 形 標 準 課 税 調 査 班 設 置 要 綱
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４ 外 形 標 準 課 税 調 査 班 設 置 要 綱

平成 年３月 日付け 税第 号通達

令和３年３月８日付け２税第 号一部改正

（趣 旨）

第１ この要綱は、法人県民税、法人事業税、特別法人事業税及び地方法人特別税に係る課税事

務（以下「法人課税事務」という。）のうち、資本金又は出資金が 億円を超える県内に本

店を有する法人（以下「県内本店外形法人」という。）の申告等の調査を専門的に行うとと

もに、県税事務所が行う地方税法第 条の の適用をうける法人（以下「自主決定法人」

という。）に対する課税及び調査技術の向上を図るため、外形標準課税調査班（以下「外形

調査班」という。）を設置することについて、必要な事項を定めるものとする。

（組 織）

第２ 外形調査班は、総務部税務課内に置く。

２ 外形調査班は、課長補佐、課税係長、課税係員（法人課税事務担当）、外形標準課税調査員

及び班員（以下「外形調査員等」という。）をもって編成する。

３ 別表左欄の県税事務所を本務とする外形調査員等は、担当する区域を別表右欄のとおりとする。

４ 県税事務所を本務とする外形調査員等は、当該県税事務所の推薦により、総務部税務課から

兼務を発令されるものとする。

（統括班長等）

第３ 外形調査班に統括班長を１名置き、課長補佐の職にある職員をもって充てる。

２ 外形調査班に副統括班長を１名置き、課税係長の職にある職員をもって充てる。

３ 統括班長は外形調査班を統括し、副統括班長は、統括班長を補佐する。

（業 務）

第４ 外形調査班は、次の事務を行うものとする。

県内本店外形法人の調査事務に関すること。

県税事務所が行う自主決定法人の課税及び調査事務に係る必要な支援に関すること。

法人課税事務についての研修に関すること。

（外形調査班会議）

第５ 統括班長は、必要に応じて外形標準課税調査班会議を招集することができる。

（実施要領）

第６ この要綱で定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、実施要領で定める。

（実施期日）

第７ この要綱は、平成 年４月１日から実施する。

（別 表）

県税事務所 担 当 区 域

総合県税事務所 総合県税事務所の管轄区域

東信県税事務所 東信県税事務所の管轄区域

南信県税事務所 南信県税事務所の管轄区域

中信県税事務所 中信県税事務所の管轄区域

 

外形標準課税調査班設置要綱実施要領

平成 年３月 日付け 税第 号通達

令和３年３月８日付け２税第 号一部改正

（趣 旨）

第１ この要領は、外形標準課税調査班設置要綱（以下「要綱」という。）の施行について、

必要な事項を定めるものとする。

（担当区域）

第２ 外形調査員等は、要綱第２第３項の規定に関わらず、特別の事情があるときは、他の

担当区域の事務を行うことができる。

（業 務）

第３ 要綱第４第１号に規定する業務は、地方税法第 条及び第 条の７の規定に基づき

行う調査とする。

２ 外形調査員等が前項の調査を実施した際は、調査結果の復命を行い、調査対象法人の主

たる事務所の所在地を管轄する県税事務所長の決裁を受けるものとする。

３ 外形調査班は、県税事務所が行う自主決定法人の課税及び調査事務に係る技術の向上を

図るために、研修その他必要な支援を行う。

（外形調査班会議）

第４ 要綱第５に定める外形標準課税調査班会議（以下「会議」という。）は、要綱第２第

２項に掲げる者をもって構成する。

２ 統括班長は、必要に応じて総務部税務課、県税事務所の職員及びその他統括班長が必要

と認める者を会議に出席させ、報告及び意見を求めることができる。

（実施期日）

第５ この要領は、平成 年４月１日から実施する。 

外形標準課税調査班設置要綱実施要領
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年　　月 概　　　　　　　　　　　　　　要

昭和45年４月 自動車税　電算事務処理開始

昭和56年４月 法人県民税・法人事業税　電算事務処理開始

昭和57年４月 料理飲食等消費税　電算事務処理開始

昭和60年４月 税務事務電算化プロジェクトチーム設置

昭和61年４月 税務事務総合オンラインシステム開発担当専任職員配置

昭和62年２月 自動車税オンラインシステム　運用開始

昭和62年４月 税務事務総合オンラインシステム　第１次開発着手

平成２年４月
税務事務総合オンラインシステム　第１次開発分運用開始
税務事務総合オンラインシステム　第２次開発着手

平成４年４月 税務事務総合オンラインシステム　第２次開発分運用開始

平成13年４月
税務電算システム整備着手
(税務事務総合オンラインシステムと自動車税オンラインシステムの統合）

平成15年４月
税務電算システム運用開始
(税務事務総合オンラインシステムと自動車税オンラインシステムの統合による）

平成15年11月 外形標準課税導入に伴う法人二税サブシステム改修着手

平成16年10月 外形標準課税導入に伴う法人二税サブシステム運用開始

平成18年1月 地方税電子申告審査システム運用開始（法人二税）

平成18年10月 諏訪ナンバー追加に伴う自動車税システム改修終了、運用開始

平成20年４月 自動車税コンビニ収納運用開始

平成20年９月 長野県森林づくり県民税導入に伴う運用開始

平成20年11月 地方法人特別税導入に伴う法人二税サブシステム改修着手

平成21年４月 身体障害者等に対する減免制度の改正に伴う自動車二税運用開始

平成21年11月 地方法人特別税導入に伴う法人二税サブシステム運用開始

平成21年12月 滞納整理システム運用開始（個人事業税・法人二税・不動産取得税・自動車税）

平成23年１月 国税連携システム運用開始（個人事業税）

平成24年７月 ホストコンピュータアウトソーシングによる運用開始

５　税務事務電算処理概要

 （１）税務事務電算化の経緯

５　税 務 事 務 電 算 処 理 概 要
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年　　月 概　　　　　　　　　　　　　　要

平成25年４月 税務基幹連携システム運用開始（法人二税・個人事業税）

平成26年７月 税務電算システム再構築着手

平成27年12月 自動車税納税確認システム（JNKS）へのデータ連携開始

平成28年８月 地方税電子申告審査システム　ASPサービスによる運用開始

平成29年７月 ホストマシンを廃止。滞納整理システムを統合した新税務電算システム運用開始

平成30年12月 国税連携システム　ASPサービスによる運用開始

令和元年10月 地方税共通納税システムとのデータ連携開始（法人三税）

令和２年１月 自動車保有関係手続きのワンストップサービス（ＯＳＳ）の運用開始

令和３年10月 地方税共通納税システムとのデータ連携開始（県民税三割）

令和５年４月
地方税共通納税システムとのデータ連携開始（「地方税お支払いサイト」データ）
「地方税お支払いサイト」運用開始
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免 税 証

Ｅ Ｕ Ｃ

（２）電算処理システム体系

ゴ ル フ 場 利 用 税

道 府 県 た ば こ 税

鉱 区 税

狩 猟 税

軽 油 引 取 税

収 入 管 理

税
　
　
務
　
　
電
　
　
算
　
　
シ
　
　
ス
　
　
テ
　
　
ム

個 人 県 民 税

不 動 産 取 得 税

滞 納

自 動 車 税
（環境性能割・種別割）

法 人 三 税

県 民 税 利 子 割

県 民 税 配 当 割

株式等譲渡所得割

個 人 事 業 税
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税　目　名 オンライン処理内容 バッチ処理内容

法人情報登録 調定確定処理

税理士登録 不申告法人・未処理法人リスト作成

申告データ入力 課税標準額等の調査書作成

調査資料入力 電子申告データ取込み処理

調定取消入力 国税データマッチング処理

法人検索照会 申告書プレプリント

法人情報照会 各種統計資料作成

課税情報照会 更正決定是認処理

調定情報照会 法人名簿作成

事業年度情報入力 交付税資料作成

総務省報告資料作成

調定見込み資料作成

個人情報入力 調定確定処理

課税情報入力 国税連携データ登録

個人情報照会 課税台帳作成

課税状況照会 各種データ（新規・未処理等）抽出処理

調査資料入力 定期調定分納税通知書、後期分納付書作成

納税通知書返戻入力 一括口座振替データ作成

課税台帳作成 個人名簿作成

調定見込み資料作成

交付税資料作成

総務省報告資料作成

課税データの登録 収集資料のチェック登録処理

課税データの変更入力 価格決定処理

譲渡者情報の変更入力 各種統計資料作成

取得物件情報の変更入力 調定処理

訂正・減額入力 保留データ一覧表作成

名寄せ照会 総務省報告資料作成

課税状況照会 見込み資料作成

取得者情報、譲渡者情報、取得物件情報照会 名寄せ検索合算リスト作成

特徴者情報登録 各種統計資料作成

等級決定情報入力 更正決定処理

申告データ入力 調定確定処理

申告是認、更正決定入力 報償金算定処理

ゴルフ場検索照会 交付金算定処理

特徴者情報照会 申告書等プレプリント

課税処分、課税処分(履歴)照会 総務省報告資料作成

事業者・事業所データ登録 調定確定処理

申告・更正・決定・是認入力 各種統計資料作成

調定取消入力 総務省報告資料作成

事業者・事業所の照会 名簿作成

課税状況照会 調定見込み資料作成

報償金算定処理

（３）電算処理内容

法 人 二 税

個 人 事 業 税

不 動 産 取 得 税

ゴルフ場利用税

軽 油 引 取 税
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税　目　名 オンライン処理内容 バッチ処理内容

免軽使用者証・免税証交付状況照会

免軽使用者証・免税証交付等登録

課税情報登録 当初分調定確定処理

調定情報登録 確定分調定確定処理

不納欠損情報登録 調定額変更分確定処理

徴収取扱費交付情報登録 各種統計資料作成

市町村別課税状況照会 徴収取扱費確定処理

滞納繰越額確定処理

特徴者情報登録 申告書プレプリント

県 民 税 利 子 割 申告・更正・決定入力 調定確定処理

　県民税配当割 調定取消入力 更正決定処理

　県民税株式等 納期限変更入力 特別徴収義務者営業所リスト作成

　  譲渡所得割 特徴者情報検索・照会 総務省報告資料作成

課税処分検索・照会 交付金算定処理

課税情報登録 事業者情報登録処理

課税履歴照会 調定確定処理

鉱業権情報登録 鉱業権者一覧表作成

増減額・減免情報登録 調定確定処理

返戻処理情報登録 交付税資料作成

課税状況照会 鉱区面積一覧表作成

課税情報登録 課税状況報告書集計表作成

交付税資料作成

修正申告情報の登録 期限後申告・不申告者一覧作成

更正決定情報の登録 定期課税処理

課税履歴照会 納税通知書作成

課税登録状況照会・修正 各種統計資料作成

納税者名寄せ 分配データ突合処理

分配データ情報照会・修正 納税者名寄せ処理

申告データ情報登録・修正 各種減免処理

各種減額情報登録・修正 総務省報告資料作成

除外保留情報登録・修正 随時調定処理

納税者情報登録・修正 納税通知書返戻処理

課税あて名情報登録・修正 外部連携データ作成処理

随時調定情報登録・修正 徴収対策関連資料作成

納税通知書返戻登録 車検切れ車両調査票作成

納税義務者変更 課税予定データ確認資料作成

送付先情報登録 除外保留変更登録

納期限等変更

身体障害者等に対する減免照会・登録・修正

自動車税（種別割）継続検査用納税証明書発行

自動車税（種別割）継続検査用納税証明書情報登録

個 人 県 民 税

県 た ば こ 税

鉱 区 税

狩 猟 税

自動車税
(環境性能割･種別割)

自動車税（種別割）継続検査用納税証明書ストップ
登録

免 税 証
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税　目　名 オンライン処理内容 バッチ処理内容

消込み不能データ修正入力 消込み処理

消込み状況修正入力 還付(充当）整理伝票作成

延滞金修正

還付充当変更入力 還付(充当）一覧表作成

納税者情報登録 督促状作成

消込みデータ登録 月次統計資料等の作成

電算外税目収入額等の登録 決算関係資料等の作成

電算外税目還付データ入力 年次各種資料等の作成

自動車税（種別割）督促状作成

自動車税（種別割）還付通知返戻入力

自動車税（種別割）督促状・引抜き入力

名寄せ、税目・課税番号、収納状況照会

納税証明書発行

調定収入状況照会

宛名番号検索自動車税（種別割）収納状況一覧

登録番号検索自動車税（種別割）調定情報検索

自動車税（種別割）還付状況照会

自動車税（種別割）催告前納付登録

滞納管理 催告書作成

催告 自動車税（種別割）催告状作成

自動車税（種別割）催告状引抜き入力 未納データ作成

調査結果取込

滞納処分等登録・修正

滞納処分等状況照会

納税義務消滅登録・修正

徴収金内訳書作成

(４)端末機台数（R5.7.1現在）

　２１台 　３１台

　１１台 　　６台

　１２台 　３２台

　１９台 　　７台

　１１台 ※２５台

　　６台

合　計 １８１台

※自動車税松本分室、長野分室の台数を含む。

自動車税（種別割）督促状公示送達資料作
成

自動車税（種別割）還付通知再交付支払方法変更入
力

南信県税事務所
飯 田 事 務 所

滞 納

県 税 務 課

中信県税事務所
木 曽 事 務 所

東信県税事務所
上 田 事 務 所

中信県税事務所
大 町 事 務 所

南信県税事務所
諏 訪 事 務 所

総合県税事務所

南信県税事務所
総合県税事務所
北 信 事 務 所

収 入 管 理

東信県税事務所 中信県税事務所
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１　合　計

４年度 ３年度
前年
対比

４年度 ３年度
前年
対比

４年度 ３年度
前年
対比

４年度 ３年度

北海道 645,521 614,747 105.0 656,198 627,622 104.6 648,813 618,827 104.8 98.9 98.6

青　森 146,448 152,067 96.3 148,199 153,932 96.3 146,865 152,436 96.3 99.1 99.0

岩　手 131,850 133,127 99.0 133,118 135,669 98.1 131,592 134,248 98.0 98.9 99.0

宮　城 312,937 309,213 101.2 315,958 312,667 101.1 313,225 309,786 101.1 99.1 99.1

秋　田 100,105 98,447 101.7 100,999 100,586 100.4 99,920 99,634 100.3 98.9 99.1

山　形 114,800 116,700 98.4 116,205 118,154 98.4 115,150 117,073 98.4 99.1 99.1

福　島 244,476 246,082 99.3 248,296 250,061 99.3 244,775 246,396 99.3 98.6 98.5

茨　城 422,787 394,088 107.3 425,654 401,684 106.0 421,359 397,289 106.1 99.0 98.9

栃　木 259,000 253,000 102.4 262,387 258,070 101.7 259,490 255,384 101.6 98.9 99.0

群　馬 260,000 261,000 99.6 266,178 264,711 100.6 263,416 262,171 100.5 99.0 99.0

埼　玉 820,300 805,300 101.9 832,889 821,061 101.4 823,157 811,195 101.5 98.8 98.8

千　葉 1,304,845 1,129,607 115.5 1,311,230 1,154,813 113.5 1,299,318 1,142,164 113.8 99.1 98.9

東　京 4,965,587 4,615,509 107.6 4,971,739 4,843,909 102.6 4,933,332 4,807,926 102.6 99.2 99.3

神奈川 1,328,265 1,206,281 110.1 1,336,746 1,222,525 109.3 1,324,346 1,210,054 109.4 99.1 99.0

新　潟 284,108 272,163 104.4 286,077 274,549 104.2 284,428 272,742 104.3 99.4 99.3

富　山 155,839 153,155 101.8 158,540 156,836 101.1 156,542 154,762 101.2 98.7 98.7

石　川 161,181 158,770 101.5 163,655 161,490 101.3 161,758 159,524 101.4 98.8 98.8

福　井 132,623 121,250 109.4 135,174 130,058 103.9 134,159 129,022 104.0 99.2 99.2

山　梨 101,847 96,590 105.4 102,391 98,432 104.0 101,633 97,594 104.1 99.3 99.1

長　野 246,344 243,841 101.0 248,228 245,891 101.0 246,620 244,153 101.0 99.4 99.3

岐　阜 257,900 251,800 102.4 262,467 263,159 99.7 258,592 259,224 99.8 98.5 98.5

静　岡 490,300 479,500 102.3 501,756 491,806 102.0 497,656 487,431 102.1 99.2 99.1

愛　知 1,284,500 1,181,400 108.7 1,306,006 1,210,028 107.9 1,294,947 1,198,331 108.1 99.2 99.0

三　重 276,326 257,308 107.4 283,822 270,837 104.8 281,063 267,938 104.9 99.0 98.9

滋　賀 183,029 175,347 104.4 187,132 179,778 104.1 184,113 176,745 104.2 98.4 98.3

京　都 290,087 290,809 99.8 295,797 294,623 100.4 292,524 291,429 100.4 98.9 98.9

大　阪 1,647,384 1,595,809 103.2 1,663,444 1,614,533 103.0 1,653,075 1,603,091 103.1 99.4 99.3

兵　庫 826,449 772,009 107.1 836,723 784,446 106.7 829,600 776,865 106.8 99.1 99.0

奈　良 125,500 125,900 99.7 127,637 129,280 98.7 125,751 127,264 98.8 98.5 98.4

和歌山 102,250 97,191 105.2 104,617 100,336 104.3 103,740 99,439 104.3 99.2 99.1

鳥　取 56,937 55,232 103.1 57,493 57,470 100.0 57,036 57,043 100.0 99.2 99.3

島　根 75,686 72,807 104.0 76,795 73,927 103.9 76,290 73,471 103.8 99.3 99.4

岡　山 273,125 243,022 112.4 276,229 253,440 109.0 273,960 251,182 109.1 99.2 99.1

広　島 340,428 328,068 103.8 343,832 342,027 100.5 339,580 337,499 100.6 98.8 98.7

山　口 206,109 191,138 107.8 208,311 193,839 107.5 206,646 192,123 107.6 99.2 99.1

徳　島 84,000 79,000 106.3 85,829 83,686 102.6 85,108 82,939 102.6 99.2 99.1

香　川 128,264 126,715 101.2 130,318 131,064 99.4 129,136 129,867 99.4 99.1 99.1

愛　媛 165,900 162,800 101.9 168,156 163,875 102.6 167,380 162,976 102.7 99.5 99.5

高　知 68,632 69,974 98.1 69,468 70,787 98.1 68,891 70,306 98.0 99.2 99.3

福　岡 729,652 682,784 106.9 742,828 698,263 106.4 734,860 690,807 106.4 98.9 98.9

佐　賀 96,372 94,296 102.2 98,714 95,148 103.7 97,938 94,293 103.9 99.2 99.1

長　崎 135,971 126,113 107.8 137,243 127,531 107.6 136,007 126,333 107.7 99.1 99.1

熊　本 168,541 164,569 102.4 170,906 169,372 100.9 169,170 167,623 100.9 99.0 99.0

大　分 142,800 131,950 108.2 145,420 133,444 109.0 144,544 132,016 109.5 99.4 98.9

宮　崎 109,360 105,970 103.2 111,338 108,739 102.4 110,283 107,645 102.5 99.1 99.0

鹿児島 159,925 156,906 101.9 162,353 161,862 100.3 160,891 160,329 100.4 99.1 99.1
沖　縄 145,860 138,874 105.0 148,777 142,108 104.7 146,477 140,243 104.4 98.5 98.7

全　国 20,710,151 19,538,228 106.0 20,923,275 20,078,129 104.2 20,735,158 19,886,831 104.3 99.1 99.0

注　百万円未満を四捨五入しているため、計と内訳が一致しない場合がある。

６　令和４年度都道府県税決算見込額調

都道府
県　名

調　　定　　額予　　算　　額

（単位：百万円、％)

収　　入　　額 収入歩合

６　令和４年度都道府県税決算見込額調
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２　法人事業税

４年度 ３年度
前年
対比

４年度 ３年度
前年
対比

４年度 ３年度
前年
対比

４年度 ３年度

北海道 140,819 130,132 108.2 143,068 133,392 107.3 142,456 132,722 107.3 99.6 99.5

青　森 26,649 27,380 97.3 26,733 27,451 97.4 26,706 27,407 97.4 99.9 99.8

岩　手 28,859 27,576 104.7 28,769 28,397 101.3 28,723 28,315 101.4 99.8 99.7

宮　城 86,582 80,175 108.0 86,847 80,720 107.6 86,674 80,518 107.6 99.8 99.7

秋　田 22,686 20,775 109.2 22,489 21,267 105.7 22,447 21,246 105.7 99.8 99.9

山　形 25,314 24,406 103.7 25,453 24,610 103.4 25,429 24,591 103.4 99.9 99.9

福　島 62,608 61,195 102.3 63,060 61,730 102.2 62,664 61,208 102.4 99.4 99.2

茨　城 104,195 87,202 119.5 103,751 90,057 115.2 103,452 89,751 115.3 99.7 99.7

栃　木 63,651 57,659 110.4 64,442 58,712 109.8 64,054 58,641 109.2 99.4 99.9

群　馬 64,365 59,345 108.5 66,682 60,500 110.2 66,612 60,395 110.3 99.9 99.8

埼　玉 168,199 155,003 108.5 169,476 159,981 105.9 169,243 159,725 106.0 99.9 99.8

千　葉 162,182 148,763 109.0 162,770 152,004 107.1 162,339 151,364 107.3 99.7 99.6

東　京 1,448,468 1,187,804 121.9 1,486,809 1,333,714 111.5 1,476,795 1,324,937 111.5 99.3 99.3

神奈川 303,690 262,577 115.7 304,455 265,168 114.8 304,104 264,975 114.8 99.9 99.9

新　潟 66,699 62,200 107.2 66,821 62,524 106.9 66,766 62,452 106.9 99.9 99.9

富　山 38,499 33,640 114.4 38,749 34,727 111.6 38,695 34,673 111.6 99.9 99.8

石　川 41,058 36,576 112.3 41,509 37,042 112.1 41,456 36,933 112.2 99.9 99.7

福　井 33,071 26,319 125.7 34,866 32,783 106.4 34,758 32,676 106.4 99.7 99.7

山　梨 29,293 24,423 119.9 29,877 25,426 117.5 29,815 25,361 117.6 99.8 99.7

長　野 67,313 59,283 113.5 67,441 59,452 113.4 67,357 59,357 113.5 99.9 99.8

岐　阜 57,538 49,530 116.2 57,139 54,234 105.4 57,024 54,126 105.4 99.8 99.8

静　岡 138,645 124,644 111.2 143,001 131,080 109.1 142,829 130,946 109.1 99.9 99.9

愛　知 393,800 316,800 124.3 398,178 327,953 121.4 398,784 328,224 121.5 100.2 100.1

三　重 66,055 52,906 124.9 66,105 58,764 112.5 66,059 58,700 112.5 99.9 99.9

滋　賀 53,149 45,686 116.3 54,270 46,763 116.1 54,206 46,695 116.1 99.9 99.9

京　都 101,127 94,508 107.0 102,095 95,818 106.6 101,319 95,413 106.2 99.2 99.6

大　阪 444,245 398,300 111.5 444,285 408,125 108.9 444,929 407,735 109.1 100.1 99.9

兵　庫 168,097 150,215 111.9 171,957 155,963 110.3 171,638 155,584 110.3 99.8 99.8

奈　良 22,875 20,253 112.9 23,003 21,564 106.7 22,840 21,360 106.9 99.3 99.1

和歌山 21,962 19,415 113.1 22,255 20,308 109.6 22,240 20,295 109.6 99.9 99.9

鳥　取 13,204 12,155 108.6 13,506 13,407 100.7 13,468 13,396 100.5 99.7 99.9

島　根 18,553 16,034 115.7 18,643 16,615 112.2 18,614 16,581 112.3 99.8 99.8

岡　山 60,614 52,802 114.8 61,233 54,921 111.5 61,081 54,804 111.5 99.8 99.8

広　島 98,453 85,498 115.2 98,585 88,458 111.4 98,341 88,136 111.6 99.8 99.6

山　口 45,274 39,972 113.3 44,990 40,300 111.6 44,921 40,215 111.7 99.8 99.8

徳　島 21,356 18,976 112.5 22,076 21,311 103.6 21,983 21,238 103.5 99.6 99.7

香　川 31,465 28,693 109.7 32,016 30,521 104.9 31,888 30,388 104.9 99.6 99.6

愛　媛 42,363 39,021 108.6 42,945 39,220 109.5 42,987 39,136 109.8 100.1 99.8

高　知 14,933 14,813 100.8 15,119 15,038 100.5 14,978 14,985 100.0 99.1 99.6

福　岡 171,780 156,842 109.5 173,848 163,977 106.0 172,422 162,808 105.9 99.2 99.3

佐　賀 21,879 20,559 106.4 23,014 20,363 113.0 22,992 20,331 113.1 99.9 99.8

長　崎 27,656 25,932 106.6 27,721 26,030 106.5 27,676 26,013 106.4 99.8 99.9

熊　本 43,074 38,911 110.7 44,563 40,123 111.1 44,377 39,942 111.1 99.6 99.5

大　分 28,811 27,616 104.3 29,404 27,854 105.6 29,290 27,651 105.9 99.6 99.3

宮　崎 25,675 22,940 111.9 26,532 24,058 110.3 26,424 23,925 110.4 99.6 99.4

鹿児島 33,798 33,041 102.3 34,371 34,952 98.3 34,306 34,868 98.4 99.8 99.8

沖　縄 31,951 31,555 101.3 32,204 32,237 99.9 31,916 32,097 99.4 99.1 99.6

全　国 5,182,531 4,510,045 114.9 5,257,125 4,759,614 110.5 5,240,080 4,742,838 110.5 99.7 99.6

収入歩合

（単位：百万円、％)

都道府
県　名

予　　算　　額 調　　定　　額 収　　入　　額
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調定 前年対比 収入 前年対比
構成
比

収入
歩合

調定 前年対比 収入 前年対比
構成
比

収入
歩合

個 人

(均等割およ
び所得割）

(配当割）

(株式等譲
渡所得割)

法 人

利 子 割

個 人

法 人

譲 渡 割

貨 物 割

自 動 車 税
～

環境性能割 皆増 皆増

種 別 割 皆増 皆増

注　百万円未満を四捨五入しているため、計と内訳が一致しない場合がある。

７  税 目 別 決 算 見 込 額 調 (全
元

計

地 方 消 費 税

固 定 資 産 税

法 定 外 普 通 税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

ゴルフ場利用税

鉱 区 税

自 動 車 税

旧 法 に よ る 税

狩 猟 税

不 動 産 取 得 税

法 定 外 目 的 税

税　目

県 民 税

事 業 税

年　度

県 た ば こ 税

７　税 目 別 決 算 見 込 額 （全
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調定 前年対比 収入 前年対比
構成
比

収入
歩合

調定 前年対比 収入 前年対比
構成
比

収入
歩合

個 人

(均等割およ
び所得割）

(配当割）

(株式等譲
渡所得割)

法 人

利 子 割

個 人

法 人

譲 渡 割

貨 物 割

自 動 車 税
～

環 境 性 能
割

種 別 割

国計・令和元年度～令和４年度）  

ゴルフ場利用税

自 動 車 取 得 税

計

法 定 外 目 的 税

固 定 資 産 税

法 定 外 普 通 税

狩 猟 税

旧 法 に よ る 税

鉱 区 税

軽 油 引 取 税

自 動 車 税

県 た ば こ 税

県 民 税

事 業 税

不 動 産 取 得 税

地 方 消 費 税

国計・令和元年度～令和４年度）
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8　令和５年度地方団体の歳入総額の見込額及びその内訳（通常収支分）

８　令和５年度地方団体の歳入総額の見込額及びその内訳（通常収支分）
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１
億

円
超

　
　

　
　

　
　

 
2
0
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
１

億
円

以
下

　
6
,
0
0
0
円

１
千

万
円

以
下

　
　

　
　

　
2
,
0
0
0
円

資
本

の
金

額
又

は
出

資
金

額
が

5
0
億

円
超

　
　

　
　

　
　

2
0
0
,
0
0
0
円

1
0
億

円
超

5
0
億

円
以

下
　

1
0
0
,
0
0
0
円

１
億

円
超

1
0
億

円
以

下
　

 
2
0
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
１

億
円

以
下

　
6
,
0
0
0
円

上
記

以
外

　
　

　
　

　
　

　
2
,
0
0
0
円

資
本

等
の

金
額

（
資

本
の

金
額

又
は

出
資

金
額

と
資

本
積

立
金

額
の

合
計

額
）

が
5
0
億

円
超

　
　

　
　

　
　

2
0
0
,
0
0
0
円

1
0
億

円
超

5
0
億

円
以

下
　

1
0
0
,
0
0
0
円

１
億

円
超

1
0
億

円
以

下
　

 
2
0
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
１

億
円

以
下

 
 
6
,
0
0
0
円

上
記

以
外

　
　

　
　

　
　

　
2
,
0
0
0
円

資
本

の
金

額
又

は
出

資
金

額
が

１
億

円
超

　
　

　
　

　
　

　
6
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
１

億
円

以
下

　
3
,
0
0
0
円

１
千

万
円

以
下

　
　

　
　

　
1
,
8
0
0
円

3
,
0
0
0
円

た
だ

し
、

資
本

又
は

出
資

金
額

が
　

5
0
万

円
未

満
　

　
　

　
　

　
 
1
,
0
0
0
円

　
5
0
万

円
以

上
3
5
0
万

円
未

満
　

2
,
0
0
0
円

法
人

で
な

い
社

団
又

は
財

団
で

代
表

者
の

定
め

の
あ

る
も

の
　

1
,
0
0
0
円

2
,
0
0
0
円

た
だ

し
、

資
本

又
は

出
資

金
額

が
　

5
0
万

円
未

満
　

　
　

　
　

　
 
1
,
0
0
0
円

　
5
0
万

円
以

上
3
5
0
万

円
未

満
　

1
,
5
0
0
円

法
人

で
な

い
社

団
又

は
財

団
で

代
表

者
の

定
め

の
あ

る
も

の
　

1
,
0
0
0
円

資
本

金
が

1
,
0
0
0
万

円
超

 
1
,
0
0
0
円

上
記

以
外

　
　

 
 
6
0
0
円

5
0
0
円

資
本

の
金

額
又

は
出

資
金

額
が

１
億

円
超

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
6
.
0
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

超
 
 
 
6
.
0
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

以
下

 
5
.
0
％

（
標

準
税

率
：

5
.
0
％

）

資
本

等
の

金
額

が
5
0
億

円
超

　
　

　
　

　
　

 
3
0
0
,
0
0
0
円

1
0
億

円
超

5
0
億

円
以

下
　

 
2
0
0
,
0
0
0
円

１
億

円
超

1
0
億

円
以

下
　

　
4
0
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
１

億
円

以
下

　
1
2
,
0
0
0
円

上
記

以
外

　
　

　
　

　
　

 
　

4
,
0
0
0
円

県 民 税

　
法

人

利
子

割

　
個

人

県 民 税

　
個

人

　
法

人

利
子

割

９
　
県
税
の
税
率
等
の
推
移
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均
等

割

所
得

割

均
等

割

法
人

税
割

均
等

割

所
得

割

均
等

割

法
人

税
割

資
本

の
金

額
又

は
出

資
金

額
が

１
億

円
超

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
1
.
8
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

超
 
 
 
1
.
8
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

以
下

 
1
.
0
％

（
標

準
税

率
：

1
.
0
％

）令
和

元
年

度

【
地

方
法

人
税

（
国

税
）

の
廃

止
及

び
法

人
事

業
税

交
付

金
の

創
設

】
（

法
人

税
割

の
税

率
を

2
.
2
％

引
下

げ
）

所
得

金
額

に
か

か
わ

ら
ず

４
％

（
市

町
村

民
税

６
％

）

【
所

得
税

か
ら

税
源

移
譲

】
定

率
減

税
の

廃
止

防
災

施
策

の
財

源
確

保
の

た
め

、
均

等
割

の
標

準
税

率
に

5
0
0
円

加
算

（
令

和
４

年
度

ま
で

）

【
長

野
県

森
林

づ
く

り
県

民
税

の
創

設
】

（
資

本
金

等
の

額
に

応
じ

て
均

等
割

額
に

5
％

上
乗

せ
）

年
少

扶
養

控
除

(
0
-
1
5
歳

)
の

廃
止

特
定

扶
養

控
除

(
1
6
-
1
8
歳

)
の

上
乗

せ
分

の
廃

止

2
,
0
0
0
円

（
長

野
県

森
林

づ
く

り
県

民
税

・
防

災
財

源
確

保
措

置
含

む
）

資
本

の
金

額
又

は
出

資
金

額
が

１
億

円
超

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
5
.
8
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

超
 
 
 
5
.
8
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

以
下

 
5
.
0
％

（
標

準
税

率
：

5
.
0
％

）

資
本

金
等

の
額

が
１

千
万

円
以

下
等

　
　

　
 
2
1
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
1
億

円
以

下
 
 
5
2
,
5
0
0
円

１
億

円
超

1
0
億

円
以

下
　

1
3
6
,
5
0
0
円

1
0
億

円
超

5
0
億

円
以

下
　

5
6
7
,
0
0
0
円

5
0
億

円
超

　
　

　
　

　
　

8
4
0
,
0
0
0
円

（
長

野
県

森
林

づ
く

り
県

民
税

を
含

む
）

1
,
5
0
0
円

（
長

野
県

森
林

づ
く

り
県

民
税

を
含

む
）

【
長

野
県

森
林

づ
く

り
県

民
税

の
創

設
】

（
均

等
割

に
5
0
0
円

上
乗

せ
）

【
ふ

る
さ

と
納

税
制

度
の

創
設

】

資
本

の
金

額
又

は
出

資
金

額
が

１
億

円
超

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
4
.
0
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

超
 
 
 
4
.
0
％

１
億

円
以

下
で

法
人

税
額

１
千

万
円

以
下

 
3
.
2
％

（
標

準
税

率
：

3
.
2
％

）

【
地

方
法

人
税

（
国

税
）

の
創

設
】

（
法

人
税

割
の

税
率

を
1
.
8
％

引
下

げ
）

7
0
0
万

円
以

下
 
２

％
7
0
0
万

円
超

　
 
４

％

定
率

減
税

の
縮

減
（

1
5
％

控
除

→
7
.
5
％

控
除

（
２

万
円

上
限

）
）

資
本

金
等

の
額

（
法

人
税

法
に

規
定

す
る

資
本

金
等

の
額

又
は

連
結

個
別

資
本

金
等

の
額

）
が

5
0
億

円
超

　
　

　
　

　
　

8
0
0
,
0
0
0
円

1
0
億

円
超

5
0
億

円
以

下
　

5
4
0
,
0
0
0
円

１
億

円
超

1
0
億

円
以

下
　

1
3
0
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
1
億

円
以

下
 
 
5
0
,
0
0
0
円

上
記

以
外

　
　

　
　

　
　

 
2
0
,
0
0
0
円

平
成

元
年

度

創
設

【
配

当
割

の
創

設
】

【
株

式
等

譲
渡

所
得

割
の

創
設

】

資
本

等
の

金
額

が
5
0
億

円
超

　
　

　
　

　
　

8
0
0
,
0
0
0
円

1
0
億

円
超

5
0
億

円
以

下
　

5
4
0
,
0
0
0
円

１
億

円
超

1
0
億

円
以

下
　

1
3
0
,
0
0
0
円

１
千

万
円

超
1
億

円
以

下
 
 
5
0
,
0
0
0
円

上
記

以
外

　
　

　
　

　
　

 
2
0
,
0
0
0
円

1
3
0
万

円
以

下
 
２

％
1
3
0
万

円
超

　
 
３

％
2
6
0
万

円
超

　
 
４

％

5
0
0
万

円
以

下
 
２

％
5
0
0
万

円
超

　
 
４

％
5
5
0
万

円
以

下
 
２

％
5
5
0
万

円
超

　
 
４

％

1
,
0
0
0
円

7
0
0
円

県 民 税

　
個

人

　
法

人

利
子

割

定
率

減
税

の
導

入
（

市
町

村
民

税
と

あ
わ

せ
て

1
5
％

相
当

額
（

４
万

円
上

限
）

を
控

除
）

県 民 税

　
個

人

　
法

人

利
子

割
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＜
事

業
税

（
税

率
）

＞

　
個

人

　
法

人

　 　

　
法

人

普
通

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

5
.
6
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
8
.
4
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

 
 
　

 
1
1
％

　
清

算
所

得
　

　
　

 
 
　

　
　

1
1
％

特
別

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

5
.
6
％

　
4
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

7
.
5
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
7
.
5
％

普
通

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

 
 
5
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
7
.
3
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

9
.
6
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
9
.
6
％

特
別

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

 
 
5
％

　
4
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

6
.
6
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
6
.
6
％

　
た

だ
し

、
一

定
の

協
同

組
合

に
つ

い
て

、
年

1
0
億

円
超

 
7
.
9
％

収
入

金
額

課
税

法
人

　
 
 
　

 
1
.
3
％

平
成

元
年

度

特
別

法
人

　
3
5
0
万

円
以

下
　

6
％

　
3
5
0
万

円
超

　
　

8
％

　
清

算
所

得
　

　
 
8
％

　
た

だ
し

、
一

定
の

協
同

組
合

に
つ

い
て

、
年

1
0
億

円
超

 
9
％

普
通

法
人

　
3
5
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

 
6
％

　
3
5
0
万

円
超

7
0
0
万

円
以

下
　

9
％

　
7
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

1
2
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
1
2
％

特
別

法
人

　
3
5
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

 
6
％

　
3
5
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

 
8
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
 
8
％

第
1
種

業
務

の
う

ち
助

産
婦

業
等

 
4
％

普
通

法
人

　
 
5
0
万

円
以

下
 
 
7
％

　
1
0
0
万

円
以

下
 
 
8
％

　
2
0
0
万

円
以

下
 
1
0
％

　
2
0
0
万

円
超

　
 
1
2
％

　
清

算
所

得
　

　
1
2
％

特
別

法
人

　
 
5
0
万

円
以

下
　

7
％

　
 
5
0
万

円
超

　
　

8
％

　
 
清

算
所

得
　

 
 
8
％

収
入

金
額

課
税

法
人

　
 
 
　

 
0
.
7
％

（
H
2
2
.
1
0
.
1
～

）
清

算
所

得
課

税
の

廃
止

【
資

本
金

１
億

円
超

の
普

通
法

人
に

対
し

、
外

形
標

準
課

税
の

導
入

】
 
付

加
価

値
割

　
0
.
4
8
％

 
資

本
割

　
　

　
0
.
2
％

 
所

得
割

 
 
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

3
.
8
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
5
.
5
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
 
 
7
.
2
％

　
個

人

第
1
種

事
業

　
課

税
所

得
　

年
5
0
万

円
以

下
 
6
％

　
年

5
0
万

円
超

　
 
8
％

普
通

法
人

　
 
5
0
万

円
以

下
　

8
％

　
1
0
0
万

円
以

下
 
1
0
％

　
1
0
0
万

円
超

　
 
1
2
％

　
清

算
所

得
　

 
 
1
2
％

昭
和

2
5
年

度

普
通

法
人

（
所

得
課

税
）

　
5
0
万

円
以

下
 
1
0
％

　
5
0
万

円
超

　
 
1
2
％

　
清

算
所

得
　

 
1
2
％

普
通

法
人

　
　

　
1
2
％

特
別

法
人

 
 
　

　
 
8
％

　
第

1
種

事
業

 
1
2
％

　
第

2
種

事
業

 
 
8
％

特
別

所
得

税
　

第
1
種

業
務

 
6
.
4
％

　
第

2
種

業
務

 
 
 
8
％

収
入

金
額

課
税

法
人

 
1
.
6
％

普
通

法
人

　
1
5
0
万

円
以

下
　

6
％

　
3
0
0
万

円
以

下
　

9
％

　
3
0
0
万

円
超

　
 
1
2
％

　
清

算
所

得
　

　
1
2
％

特
別

法
人

　
1
5
0
万

円
以

下
　

6
％

　
1
5
0
万

円
超

　
　

8
％

　
清

算
所

得
　

　
 
8
％

収
入

金
額

課
税

 
 
1
.
5
％

特
別

所
得

税
が

事
業

税
の

第
3
種

事
業

と
さ

れ
た

第
1
種

事
業

 
8
％

第
2
種

事
業

 
6
％

第
3
種

事
業

 
6
％

(
う

ち
助

産
婦

業
等

 
4
％

)

第
1
種

事
業

 
 
5
％

第
2
種

事
業

 
 
4
％

第
3
種

事
業

 
 
5
％

助
産

婦
業

等
 
3
％

普
通

法
人

　
1
0
0
万

円
以

下
 
 
6
％

　
2
0
0
万

円
以

下
 
 
9
％

　
2
0
0
万

円
超

　
 
1
2
％

　
清

算
所

得
　

　
1
2
％

特
別

法
人

　
1
0
0
万

円
以

下
 
 
6
％

　
1
0
0
万

円
超

　
　

8
％

　
清

算
所

得
　

　
 
8
％

【
地

方
法

人
特

別
税

の
縮

小
に

伴
う

税
率

の
引

上
げ

】
　

※
H
2
6
.
1
0
.
1
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
適

用

普
通

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

3
.
4
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
5
.
1
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

6
.
7
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
6
.
7
％

特
別

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

3
.
4
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
4
.
6
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
4
.
6
％

外
形

標
準

対
象

法
人

（
所

得
割

）
　

4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

2
.
2
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
3
.
2
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
 
 
4
.
3
％

収
入

金
額

課
税

法
人

　
　

　
 
0
.
9
%

【
地

方
法

人
特

別
税

の
創

設
に

伴
う

税
率

の
引

下
げ

】
※

H
2
0
.
1
0
.
1
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
適

用

普
通

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

2
.
7
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
4
.
0
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

5
.
3
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
5
.
3
％

特
別

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

2
.
7
％

　
4
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

3
.
6
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
3
.
6
％

外
形

標
準

課
税

対
象

法
人

（
所

得
割

）
 
 
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

1
.
5
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
2
.
2
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
 
 
2
.
9
％
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＜
事

業
税

（
税

率
）

＞

＜
法

人
事

業
税

（
分

割
基

準
）

＞

・
発

電
事

業
　

３
／

４
を

発
電

所
の

固
定

資
産

の
価

額
　

他
の

１
／

４
を

固
定

資
産

の
価

額
・

送
配

電
事

業
　

３
／

４
を

電
線

路
の

電
力

の
容

量
　

他
の

１
／

４
を

固
定

資
産

の
価

額
・

小
売

電
気

事
業

　
１

／
２

を
事

務
所

数
　

他
の

１
／

２
を

従
業

員
数

１
／

２
を

発
電

所
の

固
定

資
産

の
価

額
他

の
１

／
２

を
固

定
資

産
の

価
額

証
券

業
の

追
加

資
本

金
１

億
円

以
上

の
法

人
の

工
場

の
従

業
者

数
に

つ
い

て
1
.
5
倍

本
社

管
理

部
門

の
従

業
者

数
１

／
２

措
置

の
廃

止

３
／

４
を

発
電

所
の

固
定

資
産

の
価

額
他

の
１

／
４

を
固

定
資

産
の

価
額

１
／

２
を

事
務

所
数

他
の

１
／

２
を

従
業

者
数

軌
道

の
延

長
キ

ロ
メ

ー
ト

ル

固
定

資
産

の
価

額

資
本

金
１

億
円

以
上

の
法

人
の

本
社

管
理

部
門

の
従

業
者

数
に

つ
い

て
１

／
２

従
業

者
の

数

　
法

人

【
資

本
金

１
億

円
超

の
普

通
法

人
に

対
す

る
、

所
得

割
の

税
率

引
下

げ
及

び
外

形
標

準
課

税
の

拡
大

】
 
付

加
価

値
割

　
0
.
7
2
％

 
資

本
割

　
　

　
0
.
3
％

 
所

得
割

 
 
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

1
.
6
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
2
.
3
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
 
 
3
.
1
％

　
個

人

【
資

本
金

１
億

円
超

の
普

通
法

人
に

対
す

る
、

所
得

割
の

税
率

引
下

げ
及

び
外

形
標

準
課

税
の

拡
大

】
 
付

加
価

値
割

　
1
.
2
％

 
資

本
割

　
　

　
0
.
5
％

 
所

得
割

 
 
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

0
.
3
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
0
.
5
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
 
 
0
.
7
％

資
本

金
が

１
億

円
以

上
の

法
人

の
本

社
管

理
部

門
の

従
業

者
数

に
つ

い
て

は
１

／
２

収
入

金
額

課
税

法
人

　
　

　
 
1
.
0
%

平
成

元
年

度

令
和

元
年

度

【
地

方
法

人
特

別
税

の
廃

止
及

び
特

別
法

人
事

業
税

の
創

設
に

伴
う

税
率

の
引

上
げ

】
※

R
1
.
1
0
.
1
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
適

用

普
通

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

3
.
5
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
5
.
3
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
　

7
.
0
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
7
.
0
％

特
別

法
人

　
4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

3
.
5
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
4
.
9
％

　
清

算
所

得
　

　
　

　
　

　
 
4
.
9
％

外
形

標
準

対
象

法
人

（
所

得
割

）
　

4
0
0
万

円
以

下
　

　
　

　
　

0
.
4
％

　
4
0
0
万

円
超

8
0
0
万

円
以

下
 
0
.
7
％

　
8
0
0
万

円
超

　
　

　
　

　
 
 
1
.
0
％

電
気

供
給

業

１
／

２
を

固
定

資
産

の
価

額
他

の
１

／
２

を
従

業
者

の
数

ガ
ス

供
給

業
倉

庫
業

鉄
道

業
軌

道
業

製
造

業

各
月

の
延

従
業

者
の

数
を

期
末

現
在

の
従

業
者

の
数

と
し

た

運
輸

業
・

通
信

業
卸

売
・

小
売

業
・

サ
ー

ビ
ス

業
等

銀
行

業
保

険
業

（
証

券
業

）

昭
和

2
6
年

度

【
電

気
供

給
業

に
係

る
課

税
方

式
・

税
率

等
の

見
直

し
】

※
R
2
.
4
.
1
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
適

用

発
電

・
小

売
電

気
事

業
　

資
本

金
1
億

円
以

下
の

法
人

等
　

　
収

入
割

　
　

　
　

　
0
.
7
5
%

　
　

所
得

割
　

　
　

　
　

1
.
8
5
%

　
資

本
金

1
億

円
超

の
法

人
　

　
収

入
割

　
　

　
　

　
0
.
7
5
%

　
　

付
加

価
値

割
　

　
　

0
.
3
7
%

　
　

資
本

割
　

　
　

　
　

0
.
1
5
%

　

１
／

２
を

事
務

所
数

他
の

１
／

２
を

従
業

者
数

本
社

管
理

部
門

の
従

業
者

数
１

／
２

措
置

の
廃

止
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＜
そ
の
他
の
税
目
＞

消
費
税
（
国
税
）
の
創
設
に
伴
う
間
接
税

目
の
整
理

（
娯
楽
施
設
利
用
税
を
ゴ
ル
フ
場
利
用
税

に
名
称
変
更
）

（
料
理
飲
食
等
消
費
税
を
特
別
地
方
消
費

税
に
名
称
変
更
）

そ
の
他

狩
猟
免
許
税
を
狩
猟
者
登
録
税
に

名
称
変
更

軽
油
引
取
税

暫
定
税
率
の
適
用

1
9
,
5
0
0
円
／
㎘

（
本
則
税
率
1
5
,
0
0
0
円
／
㎘
）

暫
定
税
率
の
適
用

2
4
,
3
0
0
円
／
㎘

（
本
則
税
率
1
5
,
0
0
0
円
／
㎘
）

暫
定
税
率
の
適
用

自
家
用
自
動
車
で

軽
自
動
車
以
外
の

も
の
 
５
％

自
動
車
取
得
税

自
動
車
取
得
税

（
目
的
税
）
の
創

設
 
３
％

☆
四
輪
以
上
の
小
型
自
動
車

（
自
家
用
・
1
㍑
以
下
）

2
3
,
5
0
0
円

☆
2
5
,
5
0
0
円

（
☆
税
率
の
一
例
）

☆
小
型
自
動
車
（
四
輪

車
・
自
家
用
・
1
㍑
以

下
）
 
1
8
,
0
0
0
円

自
動
車
税

県
た
ば
こ
税
に
名
称
変
更
し
、
従
価
割
を

廃
止

　
紙
巻
た
ば
こ
 
1
,
1
2
9
円
／
千
本

　
旧
３
級
品
 
 
 
　
5
3
6
円
／
千
本

税
率
4
％

S
5
6
.
7
.
1
か
ら
S
6
1
.
6
.
3
0
ま
で
の

住
宅
取
得
は
3
％

S
5
6
.
7
.
1
か
ら
S
6
1
.
6
.
3
0
ま
で
の

住
宅
用
土
地
の
取
得
は
、
税
額

か
ら
４
分
の
１
相
当
額
を
減
額

住
宅
及
び
住
宅
用
土
地
に
係

る
特
例
措
置
を
、

H
元
.
6
.
3
0
ま
で
延
長

住
宅
及
び
住
宅
用
土
地
に
係
る
特
例
措
置

を
、
H
4
.
6
.
3
0
ま
で
延
長

☆
2
9
,
5
0
0
円

☆
乗
用
車
（
自
家
用
・
1
㍑
以
下
）

2
9
,
5
0
0
円

普
通
自
動
車
と
小
型
自
動
車
と
の
車
種
区

分
を
廃
止

平
成
元
年
度

不
動
産
取
得
税

8
,
0
0
0
円
／
㎘

1
0
,
4
0
0
円
／
㎘

1
2
,
5
0
0
円
／
㎘

県
た
ば
こ
税

(
県
た
ば
こ
消
費
税
)

1
0
.
3
％

(
S
6
0
～
)

従
価
割
　
8
.
1
％

従
量
割
　
2
0
0
円
／
千
本

(
S
6
1
～
)

従
量
割
に
つ
き
、
1
6
0
円
／
千

本
を
加
算

軽
油
引
取
税

遊
興
飲
食
税
を
料

理
飲
食
等
消
費
税

に
名
称
変
更

狩
猟
者
税
の
廃
止

狩
猟
免
許
税
・
入
猟
税
（
目

的
税
）
の
創
設

1
5
,
0
0
0
円
／
㎘

そ
の
他

入
場
税
を
国
税
に

移
譲
し
、
娯
楽
施

設
利
用
税
を
創
設

固
定
資
産
税
に
係

る
大
規
模
償
却
資

産
に
対
す
る
特
例

を
創
設
（
1
.
4
％
)

創
設

6
,
0
0
0
円
／
㎘

自
動
車
取
得
税

法
定
外
普
通
税
と

し
て
自
動
車
取
得

税
を
課
税

【
例
】
乗
用
車

(
自
家
用
)
１
％

【
例
】
乗
用
車
(
自

家
用
)
0
.
5
％

廃
止

☆
小
型
四
輪
車
（
乗
用
車
・

自
家
用
・
1
㍑
以
下
）

1
2
,
0
0
0
円

（
☆
税
率
の
一
例
）

☆
小
型
自
動
車
（
四
輪
車
・
自

家
用
）
4
,
5
0
0
円

☆
7
,
2
0
0
円

☆
1
6
,
0
0
0
円

二
輪
小
型
自
動

車
・
軽
自
動
車
を

市
町
村
税
の
課
税

客
体
と
し
た

９
％

自
動
車
税

普
通
自
動
車
・
小
型
自
動
車

（
二
輪
車
・
軽
自
動
車
含
む
）

に
対
し
て
課
税

５
％

３
％

不
動
産
取
得
税

創
設

　
税
率
３
％

昭
和
2
5
年
度

県
た
ば
こ
税

(
県
た
ば
こ
消
費
税
)

県
た
ば
こ
消
費
税

の
創
設

税
率
1
1
5
分
の
５

８
％
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消
費
税
率
の
引
上
げ

消
費
税
（
国
税
）
6
.
3
％

地
方
消
費
税
1
.
7
％

住
宅
及
び
土
地
に
係

る
税
率
の
特
例
措
置

を
、
H
3
0
.
3
.
3
1
ま
で

延
長

旧
３
級
品

　
5
5
1
円
／
千
本

狩
猟
税
に
係
る
軽
減
措

置
の
拡
充

・
対
象
鳥
獣
捕
獲
員

 
→
 
非
課
税

・
認
定
鳥
獣
捕
獲
等
事

業
者

 
→
 
非
課
税

・
有
害
鳥
獣
捕
獲
許
可

に
基
づ
く
許
可
捕
獲
従

事
者

 
→
 
税
率
1
/
2

旧
３
級
品

　
4
8
1
円
／
千
本

税
率
の
引
下
げ

営
業
用
自
動
車

 
及
び
軽
自
動
車
　
２
％

自
家
用
自
動
車
 
　
３
％

そ
の
他

＜
当

県
独

自
＞

【
信

州
も

の
づ

く
り

産
業

投
資

応
援

減
税

の
創

設
】

(
不

動
産

取
得

税
)

＜
当

県
独

自
＞

【
創

業
等

応
援

減
税

の
創

設
】

（
事

業
税

／
H
1
8
・

1
9
年

度
の

自
動

車
税

）

＜
当

県
独

自
＞

【
消

防
団

活
動

応
援

減
税

を
創

設
】

（
事

業
税

）

暫
定
税
率
の
廃
止

(
適
用
税
率
は

５
％
)

軽
油
引
取
税

暫
定
税
率
失
効
に
伴
い
、

H
2
0
.
４
月
は
 
　
1
5
,
0
0
0
円
／
㎘

H
2
0
.
５
月
以
降
 
3
2
,
1
0
0
円
／
㎘

一
般
財
源
化

（
普
通
税
）

暫
定
税
率
の
廃
止

(
適
用
税
率
は

3
2
,
1
0
0
円
／
㎘
)

自
動
車
取
得
税

暫
定
税
率
失
効
に
伴
い
、

H
2
0
.
４
月
は
　
 
３
％

H
2
0
.
５
月
以
降
 
５
％

一
般
財
源
化

（
普
通
税
）

紙
巻
た
ば
こ

　
8
6
0
円
／
千
本

旧
３
級
品

　
4
1
1
円
／
千
本

（
☆
税
率
の
一
例
）

自
動
車
税

不
動
産
取
得
税

税
率
４
％

住
宅
及
び
土
地
に
係
る
税

率
の
特
例
措
置
(
3
％
)
を

H
2
1
.
3
.
3
1
ま
で
延
長

住
宅
以
外
の
家
屋
に
係
る

税
率
の
特
例
措
置
と
し

て
、
H
1
8
.
4
.
1
か
ら

H
2
0
.
3
.
3
1
ま
で
の
２
年
間

に
限
り
3
.
5
％

住
宅
以
外
の
家
屋
に
係
る
税
率

の
特
例
措
置
の
廃
止
（
標
準
税

率
４
％
を
適
用
）

住
宅
及
び
土
地
に

係
る
税
率
の
特
例

措
置
を
H
2
4
.
3
.
3
1

ま
で
延
長

住
宅
及
び
土
地
に

係
る
税
率
の
特
例

措
置
を
、

H
2
7
.
3
.
3
1
ま
で
延

長

県
た
ば
こ
税

紙
巻
た
ば
こ

　
1
,
0
7
4
円
／
千
本

旧
３
級
品

　
5
1
1
円
／
千
本

紙
巻
た
ば
こ

　
1
,
5
0
4
円
／
千
本

旧
３
級
品

　
7
1
6
円
／
千
本

＜
当

県
独

自
＞

【
創

業
５

年
以

内
の

N
P
O
法

人
に

対
す

る
減

免
制

度
の

創
設

】
（

法
人

県
民

税
均

等
割

）

狩
猟
税
（
目
的
税
）

の
創
設

狩
猟
者
登
録
税
・
入

猟
税
の
廃
止

そ
の
他

【
地

方
消

費
税

の
創

設
】

（
消
費
税
（
国

税
）
４
％
、
地
方

消
費
税
１
％
）

特
別
地
方

消
費
税
の

廃
止

軽
油
引
取
税

暫
定
税
率
の
適
用

3
2
,
1
0
0
円
／
㎘

(
本
則
税
率
1
5
,
0
0
0
円
/
㎘
)

自
動
車
取
得
税

グ
リ
ー
ン
化
特
例

（
軽
課
・
重
課
）

の
創
設

（
☆
税
率
の
一
例
）

自
動
車
税

不
動
産
取
得
税

住
宅
及
び
住
宅
用
土
地
に

係
る
特
例
措
置
を
、

H
7
.
6
.
3
0
ま
で
延
長

住
宅
及
び
住
宅
用
土
地
に

係
る
特
例
措
置
を
、

H
1
0
.
6
.
3
0
ま
で
延
長

県
た
ば
こ
税

紙
巻
た
ば
こ

　
6
9
2
円
／
千
本

旧
３
級
品

　
3
2
9
円
／
千
本

紙
巻
た
ば
こ

　
8
6
8
円
／
千
本

旧
３
級
品

　
4
1
3
円
／
千
本

住
宅
及
び
住
宅
用
土
地
に

係
る
特
例
措
置
を
、

H
1
3
.
6
.
3
0
ま
で
延
長

住
宅
及
び
住
宅
用
土
地
に

係
る
特
例
措
置
を
、

H
1
6
.
6
.
3
0
ま
で
延
長

税
率
4
％

H
1
5
.
4
.
1
か
ら
H
1
8
.
3
.
3
1
ま
で
に
行

わ
れ
た
不
動
産
（
住
宅
、
住
宅
以
外

の
家
屋
、
土
地
）
の
取
得
は
3
％

紙
巻
た
ば
こ

　
9
6
9
円
／
千
本

旧
３
級
品

　
4
6
1
円
／
千
本
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不
動
産
取
得
税

そ
の
他

消
費
税
率
の
引
上
げ
　
R
1
.
1
0
.
1
～

　
標
準
税
率

　
　
消
費
税
（
国
税
）
7
.
8
％

　
　
地
方
消
費
税
　
　
2
.
2
％

　
軽
減
税
率

　
　
消
費
税
（
国
税
）
6
.
2
4
％

　
　
地
方
消
費
税
　
　
1
.
7
6
％

軽
油
引
取
税

令
和
元
年
度

種
別
割
標
準
税
率
の
引
下
げ

※
R
1
.
1
0
.
1
以

後
に

新
車

新
規

登
録

を
受

け
た

自
家

用
乗

用
車

環
境
性
能
割
の
創
設
（
R
1
.
1
0
.
1
）

自
家

用
乗

用
車

に
係

る
臨

時
的

軽
減

措
置

（
～

R
2
.
9
.
3
0
）

☆
乗
用
車
（
自
家
用
・
1
㍑
以
下
）

2
5
,
0
0
0
円

R
1
.
9
.
3
0
廃
止

自
動
車
取
得
税

（
☆
税
率
の
一
例
）

自
動
車
税

県
た
ば
こ
税

住
宅
及
び
土
地
に
係
る
税
率
の
特
例
措

置
を
、
R
3
.
3
.
3
1
ま
で
延
長

H
3
0
.
1
0
.
1
以
降

　
紙
巻
た
ば
こ
　
9
3
0
円
／
千
本

　
加
熱
式
た
ば
こ
の
課
税
区
分
新
設

　 H
3
0
.
4
.
1
以
降

　
旧
３
級
品
　
6
5
6
円
／
千
本

R
2
.
1
0
.
1
以
降

　
紙
巻
た
ば
こ
　
1
,
0
0
0
円
／
千
本

　
葉
巻
た
ば
こ
　
0
.
7
g
未
満
→
0
.
7
本

環
境
性
能
割

自
家

用
乗

用
車

に
係

る
臨

時
的

軽
減

措
置

を
、

R
3
.
3
.
3
1
ま

で
延

長

住
宅
及
び
土
地
に
係
る
税
率
の
特
例
措

置
を
、
R
3
.
6
.
3
1
ま
で
延
長

R
3
.
1
0
.
1
以
降

　
紙
巻
た
ば
こ
　
1
,
0
7
0
円
／
千
本

　
葉
巻
た
ば
こ
　
１
g
未
満
→
１
本

環
境
性
能
割

自
家

用
乗

用
車

に
係

る
臨

時
的

軽
減

措
置

を
、

R
3
.
1
2
.
3
1
ま

で
延

長
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ふるさと信州寄付金の受付実績及び推移

１ 令和４年度の実績

件数 ７万 件（前年度比 ▲ 件、 ％）

金額 億 万 円（前年度比 ▲ 億 万 円、 ％）

【寄付内訳】

２ 一般寄付の使途希望

３ クラウドファンディング型寄付の実績

プロジェクト名 募集期間 件数 寄付金額 円 目標額 円

信州の山小屋応援 ～

ウクライナ避難民支援 ～

ながのけん医療・介護

従事者支援
～

信州こどもカフェ応援 ～

武田晴信書状購入 ～

「学びの場」応援 ～

合計

４ ふるさと信州寄付金の実績（直近５年） ※取扱開始（ ）からの累計

区分
個人 法人・団体 計

件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円）

年度 
年度 
年度

年度

年度

累 計※

希望分野 件数 金額（円）

子ども・若者応援

脱炭素社会構築、自然・環境保全

教育・人づくり

防災・減災対策

移住・交流促進、観光

産業振興

その他 県に一任

合計

件数 金額（円）

一般寄付

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ型

その他

令和４年度

（参考）令和３年度 件数： 件 金額 円

10　ふるさと信州寄付金の受付実績及び推移
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管轄面積 人口総数 世帯数

市 町 村 計 (ｋ㎡) (人) (世帯)

総合県税事務所 〒380-0836 長 野 市

長野市大字南長野南県町686-1 須 坂 市

(026)233-5151（代表） 千 曲 市

埴 科 郡

上高井郡

上水内郡

総合県税事務所 〒383-8515 * 中 野 市

北 信 事 務 所 中野市大字壁田955 飯 山 市

(0269)22-3111（代表） 下高井郡

下水内郡

東信県税事務所 〒385-8533 * 小 諸 市

佐久市跡部65-1 佐 久 市

(0267)63-3111（代表） 南佐久郡

北佐久郡

東信県税事務所 〒386-8555 * 上 田 市

上 田 事 務 所 上田市材木町1-2-6 東 御 市

(0268)23-1260（代表） 小 県 郡

南信県税事務所 〒396-8666 * 伊 那 市

伊那市荒井3497 駒ヶ根市

(0265)78-2111（代表） 上伊那郡

南信県税事務所 〒392-8601 * 岡 谷 市

諏 訪 事 務 所 諏訪市上川1-1644-10 諏 訪 市

(0266)53-6000（代表） 茅 野 市

諏 訪 郡

南信県税事務所 〒395-0034 飯 田 市

飯 田 事 務 所 飯田市追手町2-678 下伊那郡

(0265)23-1111（代表）

中信県税事務所 〒390-0852 松 本 市

松本市大字島立1020 塩 尻 市

(0263)47-7800（代表） 安曇野市

東筑摩郡

中信県税事務所 〒397-8550 * 木 曽 郡

木 曽 事 務 所 木曽郡木曽町福島2757-1

(0264)24-2211（代表）

中信県税事務所 〒398-8602 * 大 町 市

大 町 事 務 所 大町市大町1058-2 北安曇郡

(0261)22-5111（代表）

県 庁 〒380-8570 *

長野市大字南長野字幅下692-2

(026)232-0111（代表）

県　　　　計 19 23 35 77 13,561.56 2,007,647 844,256

(注)１　人口総数・世帯数は、毎月人口異動調査(R5.4.1現在)資料による(推計値を含む。)。
(注)２　人口総数の県計は、県内市町村間の移動を考慮せず、国・都道府県間異動のみを加減して算出し
　　　ているため、市町村間の移動を加減して算出している県税事務所管轄区域別人口総数とは、一致し
　　　ない。
(注)３　面積は国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」(R5.1.1現在)による。
    ４　管轄面積は端数処理のため県計と内訳が一致しない場合がある。
 　 ５　郵便番号の後ろに＊の表示のある所については、専用郵便番号であり、住所記載は不要

10,665

1 1 3 5 1,109.65 54,525 23,061

180,804

1 3

－ 3 3 6 1,546.15 23,980

3 － 5 8 1,868.74 418,541

3 2 1 6 715.75

59,364

176,235

10 14 1,928.89 150,288

73,104

80,768

2 5

189,178 81,080

2 3 3 8 1,348.40

2 1 1 4 905.37 190,208

4 11 1,571.18 202,230

521,874 219,575

30,993

84,842

2 1 3 6 1,009.45 79,294

11　県税事務所管轄区域の状況

所 名 所　　在　　地 管轄区域
市町村数

(R5.4.1現在）

3 4 2 9 1,558.00

11　県税事務所管轄区域の状況
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令和５年４月１日現在

●…県税事務所所在地

12　県税事務所管轄区域図

王滝村

高山村

木島平村

山ノ内町

野沢温泉村

栄村

小川村

松川村

小谷村

筑北村

原村

富士見町

川上村

小海町

南相木村

南牧村

北相木村

佐久穂町

安曇野市

南箕輪村

高森町

飯島町

中川村

箕輪町

辰野町

宮田村

大桑村

南木曽町

木曽町

大鹿村

下條村

天龍村

喬木村

平谷村 阿南町

豊丘村

松川町

飯山市

伊那市

大町市

小諸市

須坂市

千曲市

駒ヶ根市

長和町

東御市

坂城町

白馬村

塩尻市

信濃町

軽井沢町

木祖村

根羽村

売木村

茅野市諏訪市

朝日村
岡谷市

下諏訪町

阿智村

泰阜村

生坂村

池田町 麻績村
上田市

青木村

中野市

飯田市

松本市

山形村

佐久市

長野市

小布施町

御代田町
立科町

上松町

飯綱町

●総合 北信

●総合

中信 大町●

●東信 上田

●東信

●南信 諏訪

●中信

中信 木曽●
●南信

南信 飯田●

新潟県

群馬県

埼玉県

山梨県

静岡県

愛知県

岐阜県

富山県

12  県税事務所管轄区域図
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